
石 運 輸 第 170号

平成 21年  6月  9日

石川県健康福祉部長 殿

北陸信越運輸局石川運輸支

「市町村運営有償運送の登録に関する処理方針について」等の一部改正について

標記については、国土交通省自動車交通局長から通知されているところですが、北陸
信越運輸局長から今般別紙 (写)の とおり通達があったので、関係各部局及び各地方公
共団体に対し周知方お取り計らい願います。

+il 2'1, 6, I 1 t'ft



欄

北信交旅第110号 の4

平成21年
｀
5月 28日

石川運輸支局長 殿

北 陸 信 越 運 輸 局 長

「市町村運営有償運送の登録に関する処理方針について」等の一部改正

について

標記についてt自 家用有償旅客運送に係る関係通達の一部改正に伴い、下記

の審査基準を一部改正し、別紙のとおり公示したので了知されるとともに、関

係者へ周知されたい。

市町村運営有償運送の申請に対する処理方針について

(平成 18年 9月 29日 付け公示第61号 )

過疎地有償運送の申請に対する処理方針について

(平成 18年 9月 29日 付け公示第62号 )

福祉有償運送の申請に対する処理方針について

(平成 18年 9月 29日 付け公示第63号 )

記

2 .

3.

21,512Q



国 自 旅 第 33号

平成 21年 5月 21日

北陸信越運輸局長 殿

自動 車 交 通 局 長

「市町村運営有償運送の登録に関する処理方針について」等の一部改正について

自家用有償旅客運送の登録制度については、平成 18年 10月 1日から施行され、「市

町村運営有償運送の登録に関する処理方針について」(平成 18年 9月 15日 付け国自

旅第141号 )等により取り扱つているところであるが、本制度施行後の状況について、

平成18年 12月 より「自家用有償旅客運送フォローアップ検討会」を開催し検証を行

ってきたところ、登録の申請書の添付言類である 「役員の名簿」の省略化、運行管理に

係る指揮命令系統の明確化等にづいて指摘がなされたところである。

このため、これらの指摘等を踏まえ、標記について、別紙1から3の新旧対照表のと

おり改正したので、事務処理上、遺漏のないよう取り計らわれたい。

なお、本件については、別添のとおり、社団法人日本バス協会会長、社団法人全国乗

用自動車連合会会長及び財団法人全国福祉輸送サービス協会会長あて通知したので申し

添える。
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公示第 16号

「市町村運営有償運送の申請に対する処理方針について」の一部改正について

「市町村運営有償運送の申請に対する処理方針につぃて」(平成 18年 9月 29日 付け公示第61号 )に ついて、別紙のとおリー部改
正する。

平成21年 5月 28日

北陸信越運輸局長  後 藤
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別紙  『市町村運営有償運送の申請に対する処理方針について」の一部改正 新旧対照表
別紙 1

みヽ    ・    打 、

一部改正  平 成 2 0年 6月 3 0日 付 け公示第 3 5号

公示第 61号

「市町村運営有償運送の申請に対する処理方針について」

道路運送法 (昭和 26年 法律第 18 3号 )第 7 8条 第 2号 に定め る自家用有
償旅客運送のうち、1道路運送法施行規則 (昭和 26年 運輸省令第 75号 )第 4
9条 第 1号 に定める市町村運営有償運送に係る処理方針を別紙のとお り定めた
ので公示する。

平成 18年 9月 2 8日

北陸信越運輸局長   有 野  一 馬

n l l細

市町村運営有償運送の申請に対する処理方針

以下の方針の定めるところにより行 うものとする。           ・

1.～ 3. (略 )

4.輸 送の安全及び旅客の利便の確保
(1) (略 )
(2)運 行管理
施行規則第 51条 の 17第 1項 に規定する運行管理の責任者は、市町村の職員

みヽ        4、

一部改正  平 成 2 0年 6月
一部改正  平 成 2 1年 5月

3 0日 付け公示第 3 5号
2 8日 付け公示第 1 6号

公示第 61号

「市町村運営有償運送の申請に対する処理方針について」

】:言[::IIIli阜暑][lli[慣:i13『i][::l号[量[

平成 18年 9月 2 8日

北陸信越運輸局長   有 野  ― 馬

旧り 網

市町村澤営有償運送の申請に対する処理方針

以下の方針の定めるところにより行うものとする。

1.～ 3. 〈 略)

4.輸 送の安全及び旅客の利便の確保
(1) (略 )
(2)運 行管理



(3)～ (9) (略 )

5.～ 9. (略 )

( 3 )～ ( 9 )  (略 )

5 .～ 9 .  (略 )

様式第 1 - 1号 ～

様式第 5号

様式第 4号  (略 )

運行管理の体制等を記載 した書類

)

整備管理の体制

則

＞略

附

＜
則

＞略

附

く

様式第 1- 1号 ～ 様式第 4号  (略 )

様式第 5号

登録番号

運送の主体
(申請者名)

運行管理の体制等を記載 した書類

事務所名 (                 )

1 .運 行管理 ・整備管理の体制
(ア)運 行管理の責任者の就任予定名簿

氏   名 住 所 資格の種類 委託

1

2

3

>  乗 車定員 1 1人 以上の車両を配置する事務所及び乗車定員 11人 未満の車両を

3夏松走署最酪畠警T震8〒7纂晉塁碁彗富[手尻票雰≧樺[富賛宅言管晋2E
証する書類を添付すること。
> 資格の種類には、法?3条 第1項の運行管理者、その他の男1を記載するものと

>品
驚翻型盤 L野 興 鰤 艶 聾 鋤 彗

託棚こ

(イ )  (略 )
(ウ)運 行管理 ・整備管理に係る指揮命令系統

登録番号

運送の主体
(申請者名)

事務所名 (

1 .運 行管理

(ア)

氏   名 住 所 資格の種類 委 託

>  乗 車定員 1 1人 以上の車両を配置する事務所及び乗車定員 11人 未満の車両を

5両 以上配置する事務所の運行管理の責任者にあつては、運行管理者資格証の写

し又は施行規則第 51条 の 1 7第 2項 各号のいずれかの要件を備えていることを

証する書類を添付すること。
> 資 格の種類には:法 2 3条 第 1項 の運行管理者、その他の別を記載するものと

する。
> 運 行を委託する場合は委託欄にO印 を記載。

(略)

運行管理 ・整備管理に係る指揮命令系統

イ

ウ



運行管理の体制

2.事 故処理連絡体制

運行管理の体制

運行管理の責任者

(委託の場合)※

運行管理の責任者

運転者

(別紙のとおり)

整備管理の責任者

運転者 事故対応の責任者

く委託の場合を含む)

氏名

代表者

運営協議会 ・運輸支局

2.事 故処理連絡体制

運転者 事 故 対 応 者

(委託の場合を含む)

代表者

運営協議会 ・運輸支局警察署 警察署
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公示第 17号

「過疎lL有償運送の申請に対する処理方針について」の一部改正について

「過疎地有償運送の申請に対する処理方針について」(平成 18年 9月 29日 付け公示第62号 )に ついて、

る。

平成21年 5月 28日

北陸信越運輸局長  後 藤

別紙のとおリー部改正す



:日

月1約氏2

別紙 『過疎地有償運送の申請に対する処理方針について」の一部改正 新旧対照表

4ヽ

一部改正 平 成 2 1年 5月 28日 付け公示第 17号
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公示第 62号

‐   北 陸信越運輸局長

腸1細

過疎地有償運送の申請に対する処理方針

以下の方針の定めるところにより行うものとする。

1.  〈 略)

2 .登 録の申請

有野 ― 馬
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必 要 書 類 様式番号

1

罷肇蚤最講彗紅1サ縫議署雪看辱習ぼ業ぎ|こ
役員の名簿(登

２

″
４

(略) (略)

5 則規行
し
施
写
に
の
び
面
並
書

じ

る
写
す
の
証
証
を
許
無
免
有
転
の
運
格
び
資
及
る
等
め
書
定
諾
に
承
６
任
１
就
２
等
条
者
１
転
５
運
第

様式第 4号

６

々
９

(略) (略)

様式第 1 - 1号 ～ 様式第 1 - 4号  (略 )

添付書類 (新規登録の申請に際 して添付が必要な書類)

婚「
書類 (更新登録、変更登録の申請、変更の届出に際 して基本的に添付が必要な書

様式第 2号 ～ 様式第 5号  (略 )

様式第 6号

登録番号

鞄 劃本仲卸

必 要 書 類 様式番号

罷警番駐冨馨言安サ絡書署讐看慇習事業副
こ役員の名簿(登

２

″
４

(略) (略)

5

醤誓常案二年晉麿富蒲蒼讐響瀕看薦晋£『著当鯖 g規則 様式第 4号
６

¨
‐０

(略) (略)

理の体制等を記載した書類 理の体制等を記載した書類

必 要 書 類 様式番号

1 定款又は寄附行為及び登記事項証明書並びに役員の名簿

２

″
４

(略) (略)

5 則規行施
し
に
写
び
の
並
面
じ
書
写
る
の
す
証
証
許
を
免
無
転
有
運
の
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格
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め
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に
任
６
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１
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条
者
１
転
５
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第

様式第 4号

６

″
９

(略) (略)

様式第 1- 1号 ～ 様式第 1, 4号  (略 )

添付書類 (新規登録の申請に際して添付が必要な書類)

添付書類 (更新登録t変 更登録の申請、変更の届出に際 して基本的に添付が必要な書
類)

様式第 2号 ～ 様式第 5号  (略 )

様式第 6号

登録番号

運送主体 (申請者)

必 要 書 類 様式番号

1 定款又は寄附行為及び登記事項証明書並びに役員の名簿

２

″
４

(略) (略)

5 則規行施
し
に
写
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面
じ
書
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る
の
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６

″
‐０

く略) (略)



1 .運 行管理 ・整備管理の体制
(ア )、 (イ )  (略 )

くウ)運 行管理 ・整備管理に係る指揮命令系統

運転者
(別紙のとおり)

2.事 故処理連絡体制

運転者 F故対応の責任者
(委託の場合を含む)

代表者

運営協議会 ・運輸支局警察署

3. (略 )

様式第 7号 ～様式第 9号  (略 )

参考様式第イ号～参考様式第二号

参考様式第ホ号

(51条 の 19関 係)

(略)

作成番号

作成年月日 平 成 年 月 日

運 転 者 証 運 転 者 証

1.運 行管理 ・整備管理の体制
(ア)、 (イ)  (略 )

3. (略 )

(ウ)運 行管理 ・整備管理に係る指揮命令系統

運行管理の責任者 運転者

(別紙のとおり)

整備管理の責任者

2.事 故処理連絡体制

運転者

警察署

様式第 7号 ～様式第 9号  (略 )

参考様式第イ号″参考様式第二号  (略 )

参考様式第ホ号

(51条 の 19関 係)

(委託の場合を含む)
代表者

運営協議会 ・運輸支局

作成番号

作成年月日 平成  年   月   日



運転免許証の有効期限

道路運送法施行規則第

昇
条第1項に掲げる

運転免許証の有効期限

道 路 運送 法施行規 則 第

締憲野
第1項に

団体の長の証明印 団体の長の証明印



電型

公示第 18号

「福祉有償運送の申請に対する処理方針について」の一部改正について

「福無有償運送の申請に対する処理方針について」(平成 18年 9月 29日 付け公示第63号 )について、別紙のとおリー部改正する。

* f f i ,z tSQFl  2sE
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別紙  「福祉有償運送の申請に対する処理方針について」の一部改正 新旧対照表

みヽ        刻 、

一部改正  平 成 2 1年 5月 2 8日 付 け公示第 1 8号

公示第 63号

「福祉有償運送の申請に対す る処理方針について」

償撮馨橿進流」電智亀鼻鍾鐘篠霜み最品i亀 黒 Z:笙 理ふ暑辱肇撃:尋 賓塁7
9条 第 3号 に定める福祉有償運送に係る処理方針を別紙のとおり定めたので公示
する。     `

平成 18年 9月 2 8個

男Jイ繊3

公示第 63号

「福祉有償運送の申請に対する処理方針についてJ

道路運送法 (昭和 26年 法律第 183号 )第 78条 第 2号 に定める自家用有
償旅客運送のうち、道路運送法施行規則 (昭和 26年 運輸省令第 フ5号 )第 4
9条 第 3号 に定める福祉有償運送に係る処理方針を別紙のとおり定めたので公示

する。                              ・

平成 18年 9月 2 8日

北陸信越運輸局長  有 野 ― 馬

Hl l細

福祉有償運送の申請に対する処理方針

以下の方針の定めるところにより行うものとする。

1. (略 )

2.登 録の申請
(1) (略 )
(2)登 録の申請

①～⑦  (略 )
③ 運 送 しようとする旅客の範囲
(イ)～ (ハ)  (略 )

1二嘗[[:]ilirifi2警:詈i:[i「:IFI』言』FttIEI営]
L豊 を含むものとする。
(ホ) (略 )

⑨  (略 )
(3)添 付書類

‐
η

‐
            北 陸信越運輸局長

別 綱

福祉有償運送の申請に対する処理方針

以下の方針の定めるところにより行うものとする。

有野 ― 馬

.  (略 )

。登録の申請
1 )  (略 )                               ヽ
2 )登 録の申請

①～⑦  (略 )
③ 運 送しようとする旅客の範囲
(イ)～ (ハ)  (略 )
(二)施 行規則第49条 第 3号 ハ及び二に該当する旅客にあつては、付添い、見
守り等の介助なしには、タクシー等の公共交通機関の利用が困難である者を

発達障害を有する者を含急電蔵亀写竜『
者」には、自開症、学習障害などの

(ホ)  (略 )
⑨  (略 )
3 )添 付書類
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施行規則第 51条 の 3に 定める申請書に添付する書類は、それぞれ次に掲げる
書類とする。
① 定 款等の書類
施行規則1第51条 の3第 1号に規定する申請者である法人等の定款 (財団法

②喜思
i尋
諄「
三盟豊基L五 菫i記

事項証明幸並び
に役員名簿 く登記事項証明書

(4)、 く5) (略 )

3.～ 8. (略 )

附 則
(略)

様式第 1-1号 ～ 様式第 1-4号  (略 )

添付書類 (更新登録、変更登録の申請、変更の届出に際して基本的に添付が必要な書
類)

添付書類 (新規登録の申請に際して添付が必要な書類)

必 要 書 類 様式番号

1 定款又は寄附行為及び登記事項証明書並びに役員の名簿 (登
記事項証明書により確認できる場合1ま不要)

２

一一　
４

(略) (略)

5 運転者等就任承諾書等及び運転免許証の写し並びに施行規則
第 51条 2 1 6に 定める資格の有無を証する書面の写し

様式第 4号

６

一一

９

(略) (略)

・ 施 行規則第 51条 の3に 定める申請書に添付する書類は、それぞれ次に掲げる
書類とする。
① 定 款等の書類               .
施行規則第 51条 の 3第 1号 に規定する申請者である法人等の定款 く財団法
人にあつては寄附行為)及 び登記事項証明書並びに役員名簿。

②～①  (略 )
(4)、 (5) (略 )

3.～ 8. (略 )

附 則

(略)

様式第 1-1号 ～ 様式第 1-.4号  (略 )

添付書類 (更新登録t変 更登録の申請、変更の届出に際 して基本的に添付が必要な書

類)

添付書類 (新規登録の申請に際 して添付が必要な書類)

必 要 書 類 様式番号

1 定款又は寄附行為及び登記事項証明書並びに役員の名簿

２

一一

４

(略) (略)

5 運転者等就任承諸書等及び運転免許証の写し並びに施行規則
第51条 1 6に 定める資格の有無を証する書面の写し

様式第 4号

６

一一

９

(略) (略)

定款又は寄附行為及び登記事項証明書並びに役員の名簿
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２

一一

４

(略) (略)

5 運転者等就任承諸書等及び運転免許証の写し並びに施行規則
第51条 21 6に 定める資格の有無を証する書面の写し

様式第 4号

６

″
‐０

(略) (略)

様式第 2号 ～ 様式第 5号

様式第 6号

(略)

登録番号

…   (憫

運行管理の体制等を記載 した書類

事務所名 (                 )

1 .運 行管理 ・整備管理の体制
(ア)、 (イ )  (略 )

(ウ)運 行管理 ・整備管理に係る指揮命令系統

運転者
.

(別紙のとおり)

2.事 故処理連絡体制 2.事 故処理連絡体制

２

一一

４

(略) (略)

5 運転者等就任承諾書等及び運転免許証の写 し並びに施行規則
第 51条 1 6に 定める資格の有無を証する書面の写 し

様式第 4号

６

″
‐０

(略) (略)

様式第 2号 ～ 様式第 5号

様式第 6号

運行管

事務所名 (

1 .運 行管理 '整備管理の体制
(ア)、 (イ)  (略 )

(ウ)運 行管理 ・整備管理に係

登録番号

運送主体 (申請者)

理の体制等を記載 した書類

)

る指揮命令系統

(略)

- 3 -

運転者

(別紙のとお り)

運行管理の責任者

整備管理の責任者



事故対応の責任者

(委託の場合を含む)

氏名

警察署

様式第 7号 ～様式第 9号  (略 )

参考様式第イ号～参考様式第ホ号

参考様式第へ号

( 5 1条 の 19関 係 )

運営協議会 ・運輸支局

作成番号

作成年月 日 平成  年   月   日

(略)

自家用有償旅客運送者の名称

運 転 者 の 氏 名

運転免許証の有効期限

道路運送法施行規則第
51条 の 1 6第 1項 に
掲げる要件

道路運送法施行規則第
51条 の 1 6第 3項 に
掲げる要件

警察署

様式第 7号 ～様式第 9号  (略 )

参考様式第イ号～参考様式第ホ号

参考様式第へ号

運営協議会 ・運輸支局

作成番号

作成年月日 平成  年   月   日

運 転 者 証

(略)

自家用有償旅客運送者の名称

運 転 者 の 氏 名

運転免許証の有効期限

道路運送法施行規則第
16条 第 1項 に掲 :ザる

要件

道路運送法施行規則第
16条 第 3項 に掲げる

要件



運事務所長を含む。以下同じ。)あ て提出するものとする。

① 申 請者 (市町村)の 名称

② 申 請者 (市町村)の 住所

③″申請者 (市町村)の 代表者の氏名

④ 自 家用有償旅客運送の種別及びその態様

「市町村運営有償運送Jと 記載し、「交通空自輸送」又は 「市町村福祉輸送」の

うち、行おうとする運送の態様を記載する。

⑤ 路 線又は運送の区域

当該地域の市町村が主宰する地域公共交通会議等において、協議が調つた路線又

は運送の区域を記載する。

(イ)「交通空白輸送」にあつては、路線を定めて行うものとする。

デマンド運行 (予め路線の一部に迂回部分等を設定し、旅客の呼出しに応じて

迂回部分への運行を行う形態)を 行う場合にあつては、基軸となる路線を定める

ものとする。

路線に関する事項として、申請書に当該路線の起点及び終点の地名及び地番、

当該路線のキロ程、主な経過地を記載する。

(口)「市町村福祉輸送」にあつては、市町村の区域を運送の区域として定めるもの

とし、旅客の発地又は着地のいずれかが運送の区域にあることを要するものとす

る。

⑥ 事 務所の名称及び位置

市町村運営有償運送を実施する全ての事務所の名称及び住所を記載するものとす

る。                                ｀

⑦ 事 務所ごとに配置する市町村運営有償運送の用に供する自家用自動車の種類ごと

の数

以十に宗す輸送あ態様の別ごとに、それぞれ以下に掲げる自動車の種類ごとの数

を記載する。

(イ)交 通空白輸送

交通空自輸送は、以下に掲げる自動車により行うものとする。

ロ バス :乗車定員11人 以上の自動車

・ 普通自動車 :乗車定員11人 未満の自動車 (リフト等移動制約者の乗降を円

滑にする設備が整備された車両も含むものとする。)

(口)市 町村福祉輸送

市町村福祉輸送は、乗車定員11人 未満の自動車であつて以下に掲げる自動車

により行うものとする。
・ 寝台車 :車内に寝台 (ストレッチヤ

ー)を 固定する設備を有する自動車

・ 車いす車 :車いすの利用者が車いすのまま車内に乗り込むことが可能な自動

車であつてスロープ又はリフト付きの自動車

・ 兼用車 :ス トレッチヤ
ー及び車いすの双方に対応した自動車

・ 回転シート車 :回転シ
ート (リフトアツプシートを含む。)を 備える自動車

ロ セ ダン等 (貨物運送の用に供する自動車を除く。)



日
罫
圏
ｅ
暉
ｅ
量
ロ

Ｅ
罫
扁
ｅ
暉
ｅ
雄
ロ



′』ヽ

一部改正 平 成20年 6月 30日 付け公示第35号
一部改正 平 成21年 5月 28日 付け公示第16号

公示第61号

「市町村運営有償運送の申請に対する処理方針について」

道路運送法 (昭和26年 法律第183号 )第 78条 第2号に定める自家用有償旅客運送

のうち、道路運送法施行規則 (昭和26年 運輸省令第75号 )第 49条 第 1号に定める市

町村運営有償運送に係る処理方針を別紙のとおり定めたので公示する。

平成 18年 9月 28日

北陸信越運輸局長  有 野 ― 馬



据1綱

市町村運営有償運送の申請に対する処理方針

以下の方針の定めるところにより行うものとする。

1.市 町村運営有償運送について

道路運送法 (昭和26年 法律第183号 。以下 「法」という。)第 78条 第2号 に定

める自家用有償旅客運送のうち、道路運送法施行規則 (昭和26年 運輸省令第75号 。

以下 「施行規則」という6)第 49条 第 1号に定める市町村運営有償運送 (以下 「市町

村運営有償運送」という。)|ま、市町村 (特別区を含む。以下同じ。)が 、専ら当該市町

村の区域内において、地域住民の生活に必要な旅客輸送を確保するため、市町村の長が

主宰する地域公共交通会議 (地域協議会の分科会として設置された場合を含む。以下同

じ。)又 は施行規則第9条第2項 に規定する協議会 (以下 「地域公共交通会議」等とい

う。)の 協議結果に基づき運送を行うものであつて、次に掲げる態様のものとする。

①  「交通空自輸送」

当該市町村内の過疎地域や一部の都市地域などの交通空白地帯において、
一般乗合

旅客自動車運送事業によつては地域住民の生活に必要な旅客輸送を確保することが困

難となつている場合において、市町村自らが当該市町村内の住民の旅客輸送の確保の

ために必要な運送 (当該市町村における
一般乗合旅客自動車運送事業の路線の廃止又

は休止を受けて地域住民の生活交通を確保するために行う運送を含む。)を 行うもの

をいうものとする。

②  「市町村福祉輸送」

当該市町村の住民のうち施行規則第49条 第3号に規定する身体障害者、要介護認

定者等であつて、市町村に会員登録を行つた者に対する外出の支援のために当該市町

村自らが行う、原則としてドアロツー ・ドアの個別輸送をいうものとする。

2.登 録の申請

(1)登 録を行う場合

法第79条 の2に基づく登録の申請は、次の場合に行うものとする。

① 新 たに登録を受け市町村運営有償運送を行おうとする場合

② 登 録の有効期間の満了又は業務の廃止の届出により登録の株消を受けた後、新た

に登録を受けようとする場合

③ 登 録の取消しを受けた後2年を経過した日以後において、再度登録を受けようと

する場合

(2)登 録の申請

登録の申請を行おうとする者は、次に掲げる事項を記載 した申請書 (申請様式第 1

-1号 )に (3)に 掲:ザる添付書類を添えて、路線又は運送の区域の所在する市町村

を管轄する運輸支局長等 (兵庫県にあつては神戸運輸監理部長、沖縄県にあつては陸
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③ 運 送しようとする旅客の範囲

(イ)「交通空自輸送」を行う場合は、当該市町村に在住する住民及びその親族、そ

の他当該市町村に日常の用務を有する者を基本とする。

(口)「市町村福祉輸送」を行う場合は、当該市町村の住民のうち施行規則第49条

第3号 に規定する身体障害者、要介護認定者等の移動制約者等であつて、当該市

町村に会員登録を行つた者 (会員登録を受けようとする者を含む。)を 対象とす

るものとする。

③ そ の他の留意事項

登録申請書の受理について、申請書記載事項や添付書類の不備等法令に定められ

た申請の形式的な要件に適合しない申請であることが明らかである場合は、行政手

続法 (平成5年 法律第88号 )第 7条の規定に基づき、速やかに申請者に対し当該

申請の補正を求めるものとする。

(3)添 付書類

施行規則第51条 の3に 定める申請書に添付する書類は、それぞれ次に掲げる書類

とする。

① 路 線図

施行規則第51条 の3第 2号に定める路線図は、申請する路線に加え、
一般乗合

旅客自動車運送事業の路線等、地域の公共交通の状況を記した路線図とする。

② 地 域公共交通会議において協議が調つていることを証する書類

施行規則第51条 の3第 4号 に定める、地域公共交通会議等において協議が調つ

ていることを証する書類とは、様式第2-1号 又は第2-2号 に定める書類とする。

③ 自 家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

施行規則第51条 の3第 6号 に定める、自家用有償旅客運送自動車についての使

用権原を証する書類とは、当該自動車の自動車検査証とし、登録後に購入を計画し

ている者については、車両購入契約書又は見積書とする。また、計画車両にリ
ース

車両がある場合は、リース契約書又は見積書とする。

④ 自 家用有償旅客運送自動車の運転者が必要な要件を備えていることを証する書類

施行規則第51条 の3第 7号 に定める、自家用有償旅客運送自動車の運転者が施

行規則第51条 の16第 1項に規定する要件を備えていることを証する書類とは、

「交通空自輸送」を行う運転者にあつては、様式第3号 に定める運転者就任承諾書

及び運転免許証の写し並びに同項各号のいずれかに掲げる要件を備えていることを

証する書類の写し (第二種運転免許を受けていない場合に限る。)と する。

また、「市町村福祉輸送」を行う運転者にあつては、様式第3号 に定める運転者

就任承諾書及び運転免許証の写し並びに施行規則第49条 第3号 に規定する福祉有

償運送の運転者に求められる施行規則第51条 の16第 1項各号のいずれかに掲げ

る要件を備えていることを証する書類の写し (第二種運転免許を受けていない場合

に限る。)と する。                      .

セダン等の自動車を使用して市町村福祉輸送を行う場合は、施行規則第51条 の

16第 3項各号のいずれかに掲げる要件を備えていることを証する書類 (当該要件



を備えていない運転者が乗務することとなる場合は、他の乗務員が当該要件を備え

ていることを証する書類)の 写しを求めることとする。

運行委託を行つている場合にあつては、受話者の運転者が当該要件を備えている

ことを要するものとする。

⑤ 運 行管理の責任者及び運行管理の体制を記載した書類

施行規則第51条 の3第 9号に定める、運行管理の責任者及び運行管理の体制を

記載した書類とは、様式第4号に定める自動車の運行管理の責任者の就任承諾書及

び様式第5号に定める運行管理の体制等を記した書類とし、配置する自動車の数が

乗車定員11人 以上の車両にあつては1両、乗車定員11人 未満の車両にあうては

5両以上となる事務所の場合には、運行管理の責任者が施行規則第51条 の17第

2項の要件を備えることを証する書類を要するものとする。

なお、運行の委託を行つている場合にあっては、委託先の運行管理の責任者も含

めた運行管理の体制を記した書類、就任承諾書を求めるものとする。

⑥ 整 備管理の責任者及び整備管理の体制を記載した書類

施行規則第51条 の3第 10号 に定める、整備管理の責任者及び整備管理の体制

を記載した書類とは、様式第5号に定める自動車の運行管理の体制等を記した書類

とする。

⑦ 事 故が発生した場合の対応に係る責任者及び連絡体制を記載した書類

施行規則第51条 の3第 11号 に定める、事故が発生した場合の対応に係る責任

者及び連絡体制を記載した書類とは、様式第5号に定める自動車の運行管理の体制

等を記した書類とする。

(4)登 録の実施

① 登 録番号の付与

運輸支局長等はt登録を行つた場合にはこ自家用有償旅客運送者 (以下「運送者」

という。)ご とに登録番号の付与を行い、これを管理するものとする。登録番号は、

抹消登録が行われるまでの間、同
一の番号により管理するものとする。偶1記1参

照)                    ‐

既に登録を受けている市町村が合併した場合は、最初に登録を受けた市町村の登

録番号を優先する。

② 登 録を行つた場合の通知

運輸支局長等は、登録を行つた場合には、運送者に対して登録の通知を行うもの

とする。通知は登録証 (様式第6号)の 交付によって代えることができるものとす

る。

③ 登 録簿

運輸支局長等は、申請者を登録簿に登録した場合は、登録簿を簿冊に調製し運輸

支局等 (兵庫県にあつては神戸運輸監理部、沖縄県にあっては陸運事務所を含む。

以下同じ。)の 事務所において縦覧に供するものとする。ただし、当該登録簿が電

磁的記録をもつて作成されているときには、運輸支局等の事務所において、当該電

磁的記録により記録された情報を端末表示する等電磁的方法により提供することが



できるものとする。

④ 登 録時に付すべき条件

登録時に付すべき条件は、以下のものが考えられるが、このほかに地域の実情、

申請内容等によりこれと異なる条件を付すこと及び条件を追加することができるも

のとする。

(イ)申 請時において要件を備えていない運転者がいる場合には、要件の確保の措

置が講じられるまで当該運転者に運転させないこと。

(口)市 町村福祉輸送の対象となる旅客は、運送者に会員登録を行つた者に限る。

また、運送者に登録した会員の状況について、年1回輸送実績の報告に併せ運

輸支局長等に報告を行うこと。

(5)登 録の拒否
.以下①、②のいずれかに該当する場合には、登録を拒否するものとする。この場合
｀
においては、様式第7号に定める登録拒否理由通知書により申請者に通知するものと

する。

① 法 第79条 の4第 1項第5号に該当する場合

次の事項について地域公共交通会議等における協議が調つていないこと。

(イ)交 通空白輸送にあつては、交通空白地帯であつて地域住民の輸送を行う必要性

があると認められるものであること。

(口)市 町村福祉輸送にあつては、タクシ
ー等の公共交通機関によつては移動制約者

等の住民の輸送需要に応ずることが困難であり、市町村福祉輸送を行うことが必

要であること。

② 法 第79条 の4第 1項第6号に該当する場合

次の (イ)～ (ホ)の いずれかに該当するものであること。

(イ)市 町村運営有償運送を実施するために必要な自動車の保有がなされていないと

認められる場合。特に市町村福祉輸送を実施する場合にあつては、旅客の移動制

約等の状況に応じた福祉自動車の保有がなされていない場合

(口)施 行規則第51条 の16第 1項に定める要件を備える運転者の確保がなされて

いないと認められる場合及びセダン等の自動車を使用して市町村福祉輸送を行う

場合にあつては、同条第3項に規定する要件を備える運転者その他の乗務員が確

保されていないと認められる場合

(ハ)施 行規則第51条 め17第 1項に規定する運行管理の責任者の選任及び運行管

理の体制の整備がなされていないと認められる場合

(二)施行規則第51条 の20に 規定する整備管理の責任者の選任及び整備管理の体

制の整備がなされていないと認められる場合

(ホ)施 行規則第 51条 の 21第 1項 に規定する事故が発生 した場合の対応に係る責

任者の選任及び連絡体制の整備がなされていないと認められる場合

3.対 価の掲示等

旅客から収受する対価については、市町村運営有償運送を実施する事務所において公
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衆に見やすいよう掲示するものとする。また、市町村福祉輸送に係る対価
については、

利用者に対し収受する対価等を記載した書類を提示して説明をするものとする。対価
の

額を変更しようとする場合も同様とする。

4.輸 送の安全及び旅客の利便つ確保

登録を受けた運送者が講じなければならなし`輸送の安全及び旅客の利便の確保措置
に

ついては、以下の点に留意することとする。

(1)運 転者の要件

① 施 行規則第51条 の16第 1項に規定する、第1種運転免許保有者
であつて、「そ

の効力が過去2年以内において停止されていない者」であることの要件は、地域
の

実情に応じて地域公共交通含詩等において定めることができるも
のとする。ただし、

2年未満の期間とすることはできないものとする。

② 登 録後において、施行規則第51条 の16第 2項に規定する事故を惹起
した運転

者には、独立行政法人自動車事故対策機構が実施する適性診断を受診させる
こと。

また、「その他輸送の安全が確保されていないと認められる場合」とあるのは、運

送者に所属する運転者が道路交通法違反を惹起した結果、運転免許停止以
上の処分

を受けることとなつた場合をいうものとし、運送者は、当該運転者に適性診断を受

診させ、運転免許の停止条件が解除された後でなければ運転業務を再開させてはな

らないものとする。

③ 市 町村福祉輸送を行おうとする場合においては、利用者
の安全確保について特別

な配慮が必要となることから、施行規則第51条 の16第 3項に規定する運転者及

び乗務員の要件を適用するものとする。この場合において、運行の委託が行われ
て

いる場合には、当該受託者について同様の要件を適用するものとする。

(2)運 行管理

運行管理の責任者の選任にあつては、施行規則第51条 の17第 2項の定めにより、

事務所ごとに配置する自動車の数により必要となる員数を選任する
こと。

運行管理の責任者がやむを得ず不在となる場合は、予め運行管理を代行する者を定

め、適切な運行管理の実施を確保するものとする。

,旅客自動車運送事業者等に運行の委託を行う場合にあ
つては、運送者は、委託に係

る運行管理が適切に行われるよう措置するものとし、運行管理の責任者は、受託者
に

おいて確保した必要な資格を有する者から選任するものとする。また、受託者
が乗務

しょうとする運転者に対して行う安全な運転のための確認、指示は対面により確実に

実施するものとする。

(3)安 全な運転のための確認等及び乗務記録の実施

① 施 行規則第51条 の18第 1項に定める、運送者が乗務しよう
とする運転者に対

して行う確認、指示の記録は、参考様式第イ号を参考として運送者において書式を

定め実施するものとする。運行委託を行つている運送者にあつては、受託者にお
い

て確実に実施されるよう適切な措置を講ずるものとする。
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② 施 行規則第51条 の18第 2項に定める運転者が乗務した場合の乗務記録は、参

考様式第口号を参考として運送者において書式を定め実施するものとする。運行委

託を行つている運送者にあつては、受託者において確実に実施されるよう適切な措

置を講ずるものとする。

(4)運 転者台帳の整備

施行規則第51条 の19第 1項に定める、自家用有償旅客運送自動車の運転者ごと

の運転者台帳は、参考様式第ハ号を参考として運送者において書式を定めるものとす

る。                            ″

(5)事 故の場合の処置

施行規則第51条 の21第 2項に定める事故の記録は、参考様式第■号を参考とし

て運送者において書式を定め実施するものとする。

(6)自 動車に関する表示     `

① 施 行規則第51条 の21に 規定する自動車に関する表示については、以下に掲げ

る事項を車体の両側面に表示するものとする。

文字はステツカー、マグネツトシ
ート又はペンキ等による横書きとする。

この場合の文字の大きさは、
一文字の大きさが一辺5センチメートル以上とする。

(イ)運 送者の名称

(口)「有償運送車両」の文字        ′

(ハ)登 録番号

② 登 録証の交付を受けた運送者は、登録証の写しを自動車に備えて置かなければな

らないものとする9

(7)車 内の掲示

施行規則第51条 の24に 規定する自動車内の掲示については、以下に掲げる事項

を旅客から見やすいように掲示するものとする。

① 運 送者の名称

② 運 転者の氏名

③ 自 動車登録番号

④ 旅 客から収受する対価                        ~

(8)苦 情処理の体制の確保等

施行規則第51条 の26第 1項に定める苦情処理の体制については、様式第5号に

記載するものとし、同条第2項に定める苦情処理の記録は、参考様式第ホ号を参考と

して運送者において書式を定め記録するものとする。

(9)そ の他の留意事項

地域公共交通会議等は、上記に定めるもののほか、市町村運営有償運送の運行実態
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及び地域の実情に応じ、必要と認められた事項を定めることができるものとする。

5。有効期間の更新の登録

(1)更 新登録の申請

① 有 効期間の更新の登録の申請を行おうとする者は、更新登録申請書 (様式第1-

2号)を 路線又は運送の区域の所在する市町村を管轄する運輸支局長等に提出する

ものとする。この場合において、運輸支局長等は、原則として有効期間の満了する

日の2ケ月前から申請の受付を行うものとする。

② 有 効期間が満了した後、更新登録の申請があつた場合は、災害等によりやむを得

ない場合を除き有効期間の更新を行うことができないものとする。

地域公共交通会議等で更新についての協議を行つているにもかかわらず、有効期

間の満了する日までに協議が調わなし、場合には、運送者は協議が調つていることを

証する書類を添付せずに更新の登録の申請を行うことができるものとし、この場合

において、運輸支局長等は、協議が調つていることを証する書類の提出がなされる

までの間、更新の登録の可否についての判断を留保することができるものとする。

.た だし、有効期間の満了する日本でに協議が調わないことについて正当な理由がな

い場合にあつては、この限りではない。

(2)更 新登録に当たつての審査及び登録の有効期間

更新登録に当たつては、行政、の報告及び添付書類並びに地域公共交通会議等から

の報告等により業務の実施状況、法令違反、輸送の安全の確保命令その他の行政処分

の有無等を審査するものとし、次のいずれにも該当する場合にあつては、更新登録に

おいて付与する有効期間を3年とし、いずれかに該当しない場合にあつては2年 とす

る。

① 法 第79条 の9第 2項の規定による自動車の運行の管理の方法を改善すること

等の命令を受けていないこと

② 法 第79条 の10に 基づく自動車事故報告規則第2条第1項に規定する事故を

引き起こしていないこと

③ 法 第79条 の12の 規定による業務の全部又は
一部の停止の命令を受けていな

いこと

(3)更 新登録の実施

① 上 記2.の 場合に準じて審査を行うものとし、
:登録の拒否を行う場合に該当す

る場合を除き、更新登録を行うものとする。

② 運 輸支局長等は、更新登録後の登録簿を簿冊に調製し運輸支局等の事務所にお

いて縦覧に供するものとする。ただし、当該登録簿が電磁的記録をもって作成さ

れているときには、運輸支局等の事務所において、当該電磁的記録により記録さ

れた情報を端末表示する等電磁的方法により提供することができるものとする。
・
③ 運 輸支局長等は、更新登録を行つた場合には、運送者に対して登録の通知を行

うものとする。登録の通知は登録証の交付によつて代えることができるものとす



る。

④ 更 新登録を拒否した場合にあつては、2.(5)の 場合に準じ、様式第7号に

定める登録拒否理由通知書により申請者に通知するものとする。

6.変 更登録

(1)変 更登録を行う場合

法第79条 の7の 規定に基づき、以下に掲げる変更をしようとする場合は、変更登

録を要するものとする。

① 路 線を延長、増加又は変更しようとする場合 (既存路線を短縮する場合を除く。)

② 運 送の区域を拡大しようとする場合

なお、市町村福祉輸送を実施する市町村において、登録後において市町村合併が実

施された場合であつても、運送の区域は合併前の旧市町村の範囲にあるものとし、運

送の区域の拡大を行う場合にあつては、合併後の市町村が主宰する地域公共交通会議

等における協議を経て、変更登録を受けることを要するものとする。

(2)変 更登録Q申 請     ′

変更登録の申請を行おうとする者は、様式第1-3号 に定める申請書に (3)に 掲

Iザる添付書類を添えて、変更しようとする路線又は運送の区域の所在する市町村を管

轄する運輸支局長等あて提出するものとする。

(3)添 付書類

施行規則第51条 の11第 2項に掲げる添付書類は、次に掲げるものとする。

①路線の延長、増加又は変更をしようとする場合

(イ)上 記 2。 (3)① ～⑦までに掲|ザる書類のうち、路線図、自動車の使用権原を

証する書類、変更しようどする路纏に係る運行管理の体制を記載した書類、その

他の変更に伴い内容が変更されることとなる書類

(口)変 更しようとする路線に係る市町村が主宰する地域公共交通会議等において協

議が調つていることを証する書類

。(ハ)登 録証

② 運 送の区域を拡大しようとする場合

(イ)上 記2.(3)① ～⑦までに掲げる書類のうち、自動車の使用権原を証する書

類、拡大しようとする運送の区域における運行管理の体制を記載した書類、その

他の変更に伴い内容が変更されることとなる書類

(口)運 送の区域における市町村が主宰する地域公共交通会議等において協議が調つ

ていることを証する書類

(ハ)登 録証

(4)変 更登録の実施

① 変 更登録は上記2.の 場合に準じて審査し、登録の拒杏を行う場合に該当する場

合を除き、変更登録を行うものとする。
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② 変 更登録を行つた場合には、運輸支局長等は、変更登録後の登録簿を簿冊に調製

し運輸支局等の事務所において縦覧に供するものとする。ただし、当該登録簿が電

磁的記録をもつて作成されているときには、運輸支局等の事務所において、当該電

磁的記録により記録された情報を端末表示する等電磁的方法により提供することが

できるものとする。

③ 変 更登録を拒否した場合にあつては、2.(5)の 場合に準じ、様式第7号に定

める登録拒否理由通知書により申請者に通知するものとする。

(5)変 更登録時の留意事項

変更登録の場合にあつては、有効期間の更新を行わない。

フ.軽 微な事項の変更の届出

(1)軽 微な事項の変更の届出

軽微な事項の変更については、登録事項変更届出書 (様式第1-4号 )に より届出

を行うものとする。この場合において、事務所ごとに配置する乗車定員11人 未満の

車両数が5両以上 (乗車定員11人 以上の自動車にあつては1両以上)と なつた場合

にあっては、当該届出書に施行規則第51条 の3第 9号に定める運行管理の体制を記
~ 載
した書類及び施行規則第51条 の17第 2項に定める運行管理の責任者の要件を備

えていることを証する書類を添付するものとする。

(2)軽 微な事項の変更の登録

軽微な事項の変更の届出があつた場合には、運輸支局長等は、届出の事実に基づき

変更の登録を行うものとし、変更後の登録簿を簿冊に調製し運輸支局等の事務所にお

いて縦覧に供するものとする。ただし、当該登録簿が電磁的記録をもって作成されて

いるときには、運輸支局等の事務所において、当該電磁的記録により記録された情報

を端末表示する等電磁的方法により提供することができるものとする。

8.業 務の停止及び登録の取消し

法第79条 の12第 1項に規定する業務の停止及び登録の取消しを行う場合の行政処

分等の基準については、別に定める。

9.登 録の抹消

(1)運 輸支局長等は、登録の有効期限が満了した場合、業務の廃止の届出が行われた場

合及び登録の取消しを行つた場合においては、当該運送者の登録の抹消を行うものと

する。

(2)運 輸支局長等は、運送者の登録の抹消を行つたときは、当該運送者の名称を公示、

インターネットその他の適切な方法により公表するものとし、かつ、その旨を地域公

共交通会議等の主宰者に通知するものとする。

-10-



(3)運 送者は、登録の抹消が行われた場合には、登録証の原本を登録簿の存する運輸支

局長等に返納しなければならないものとする。当該運送者は、登録証の返納を行うま

での間、登録証の適切な管理を行わなければならないものとする。

附 則

1.本 処理方針は、平成 18年 10月 1日以降に処分を行うものから適用するものとす

る。

2.道 路運送法等の一部を改正する法律 (平成 18年 法律第40号 。以下 「改正法」)

という。)附 則第5条 の規定により改正前の道路運送法 (以下 「l日法」という。)第 8

0条 第 1項ただし書の許可に係る運送について、改正法による改正後の道路運送法第

79条 の登録を受けたとみなされる者 (以下 「みなし運送者」という。)に 係る運転

者証の作成 口携行、自動車に関する表示等に係る本処理方針の規定の適用については、

改正法施行以後、最初の登録 (軽微な事項の変更の届出に係るものを含む。以下同じ。)

を受けるこ_ととなる日までは適用しない、

3.み なし運送者に係る登録簿の縦覧、登録事項の通知、登録証の交付、登録番号の付

与に係る本処理方針の規定の適用については、改正法施行以後、最初の登録の日まで

は適用しない。        ・

4.改 正法施行後においてみなし運送者に必要とされる車体の表示のうち、「有償運送

車両」の文字及び 「登録番号」を車体の両側面に表示することについては、改正法施

行以後、最初の登録を受けることとなる日までは、なお従前の例による。

5。 改正法施行後においてみなし運送者に必要とされる自家用自動車
への登録証の備え

置きについては、改正法施行以後、最初の登録を受けることとなる日までは、旧法第

80条 第1項ただし書の規定に基づき交付を受けた許可証を備え貢くものとする。

6.み なし運送者のうち、平成9年 7月 11日 付け事務連絡 「身体障害者等の輸送に係

る自家用自動車による有償運送の取扱い」により旧法第80条 第1項ただし書の許可

を受けていた者にあつては、改正法施行後更新の登録を受けることとなる日までは、

なお従前の例により運送を行うことができる。

附 則 (平成20年 6月 30日 付け公示第35号 で
一部改正)

本処理方針は、平成20年 7月 1日以降に申請を受け付けるものから適用ものとする。

附 則 (平成21年 5月 28日 付け公示第16号 で
一部改正)

本処理方針は、平成21年 6月 1日以降に申請を受け付けるものから適用ものとする。



別記 1.

登録番号の付与方法

【番号付与例】

＞
　
　
表

局
　
　
と

輸
　
　
ｊ

運
　
　
兵

東

　

神

′

＞

関
　
　
Ｆ

局

・・
　

は

支

例
　
　
字

輸

＜
　
　
文

送

運

字

　

２

輯繊機
‥東京」
一‐よヽ頭

鶴
櫛
壁
制
詢
　
拗

蛹
榊
哺
婢
鰤
　
あ注 1.

2.沖 縄総合事務局にあつては、「沖」1文字とし陸運事務所の表示は不要と

する。



式第 1-1

平成

00運 輸局 □ □運輸支局長 殿

代表者の氏名

自家用有償旅客運送の登録の申請

このたび、自家用有償旅客運送に係る登録を受けたいので、道路運送法第 79条 の2の

規定に基づき、下記のとおり申請 します。

1.名 称、住所、代表者の氏名

2.自 家用有償旅客運送の種別

(市町村運営有償運送 :交通空白輸送 (又lま市町村福祉輸送))

区  域 備 考

日

称

所

名

住

3.路 線又は運送の区域

・(2)運 送の区域 (市町村福祉輸送に係るもの)



4.事 務所の名称及び位置

事務所の名称 位 置

事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びその種類ごとの数

軽自動車については、( )内 に内数で記載すること

6.違 送しようとする旅客の範囲

交通空白輸送 市町村福祉輸送

フ.路 線又は運送の区域ごとの対価の額

(必要に応じ関係資料を添付のこと)

事務所の名称

交通空白輸送 市 町 村 福 祉 輸 送
計

輸

〈
口
　
′
、

′ヽ ス 籠自鱒 計，‥
“ 鱒
輸

寝

＜ 晦
ｍ
牌
斡

兼

＜

陣

＞

シ

軽

転

　

＜

セダン等

(軽)

計

輸

( ) ( ) ( ) ( )



式第 1-2

平成 年

○○運輸局 □ □運輸支局長 殿

代表者の氏名

自家用有償旅客運送の更新登録の申請

このたび、自家用有償旅客運送の有効期間の更新を行いたいので、道路運送法第
79条

の6及び同法施行規則第51条 の 10の 規定に基づき、下記のとおり申請します。

1.名 称、住所、代表者の氏名

2.登 録番号

3.自 家用有償旅客運送の種別

(市町村運営有償運送 :交通空白輸送 (又は市町村福祉輸送))

路線又は違送の区域

(1)路  線
・
(交通空白

日

称

所

名

住

記

主たる経過地

運送の区域 (市



5.事 務所の名称及び位置

事務所の名称

6.事 務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びそ
の種類ごとの数

て`は、( )内 に内数で記載すること

7.運 送 しようとする旅客の範囲_・

交通空白輸送 市町村福祉輸送

8.路 線文は運送の区域ごとの対価の額

(必要に応じ関係資料を添付のこと)

事務所の名称

交通空白輸送 市 町 村 福 祉 輸 送

鋪
ｍ

バ ス 昔通自動車 小 計 諄
輸

寝

＜ 攀
働
牌
輸

兼

＜

輝

＞
レ
軽
曙
０
小 計

(軽)

( ) ( ) ( )



式第 1-3

平成

○○運輸局 □ □運輸支局長 殿

代表者の氏名

自家用有償旅客運送の変更登録の申請

このたび、自家用有償旅客運送の変更登録の申請を行いたいので、道路運送法第
79条

の7及 び同法施行規則第51条 の11の 規定に基づき、下記のとおり申請します。

1。名称、住所、代表者の氏名

2.登 録番号

3.自 家用有償旅客運送の種別

(市町村運営有償運送 :交通空白輸送 (又は市町村福祉輸送))

4.変 更 しようとする事項

(1)路   線

日

称

所

名

住

新 1日

路

　

　

　

線

起   点

終   点

キ ロ  程

主たる経過地

起   点

終   点

キ ロ  程

主たる経過地



(2)運送の区域 (市町村福祉輸送に係るもの)
運 送 の 区 域

新

I日

(3)事 務所の名称及び位置

(4)事 務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びその種類
ごとの数

5.変 更予定期日

平成  年

称名 置位

新

I日

事務所の名称

交通空白輸送 市 町 村 福 祉 輸 送
計

輸

〈
口
＜

バ ス 擬自韓 小 計 諄
輸

寝

＜ 輯
ｍ
牌
輸

兼

＜

陣

＞
嚇
軽
曙
ｍ
小 計

(軽)

新

( ) (  ) (  ) ( )

1日

(  ) (  ) ( )

軽自動車については、( )内 に内数で記載すること

(5)運送しようとす



第 1-4

平成

○○運輸局 ロ ロ運輸支局長 殿

名    称

住    所

代表者の氏名

自家用有償旅客運送に係る登録事項変更届出書

このたび、自家用有償旅客運送の登録事項のうち軽微な事項の変更を行いましたので、

道路運送法第79条 の7及び同法施行規則第51条の13の規定に基
づき、下記のとおり

届出致します。

1.名 称、住所、代表者の氏名

2.登 録番号

日

3。自家用有償旅客運送の種別

(市町村運営有償運送 :交通空白輸送

4.軽 微な事項の変更

(又は市町村福祉輸送))

(1)名 称、住所、代表者の氏名

代表者の氏名



路線 (減少した場合に國

主たる経過地

(3)運送の区域 (

運
.送

 の  区  域

新

1日

(4)事務所の名称及受生重

新

一　
旧

称名
置位

事務所ご

1ま、( )内 に内数で記載すること

(6)運送しようとす

事務所の名称

交通空白輸送 市 町 村 福 祉 輸 送
計

輸

ハ
ロ
　
′
、バ ス 罰自重口F 小 計 諄

輸

寝

＜

車

＞
蒻
軽
牌
輸

兼

＜
師
的

等

＞
の
軽
小 計

(軽)

新
(  )

1日

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )



添付書類 (登録の申請に関し基本的に添付が必要な書類)

必 要 書 類

一

様式番号

路線図 (路線を定めて行う市町村運営有償運送を行おうとする者の場合)

2 地域公共交通会議等においての合意を証する書類

様式第2-1

号又は様式第

2-2号

3 自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

4
運転者等就任承諾書等及び運転免許証の写し並びに施行規則第

51条 の16に

定める資格の有無を証する書面の写し
様式第3号

5

6

運行管理の責任者の就任承諾書
様式第4号

運行管理の体制等を記載 した書類
様式第5号



添付書類 (更新登録、変更登録の申請、変更の雇出IF関し基本的に添付が必要な書類)

路線図 (路線を定めて行う市町村運営有償運送を行おうとする者
の場合)

様式第2-1

号又は様式第

2-2号
地域公共交通会議等においての合意を証する書類

自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

運転者等就任承諾書等及び運転免許証の写し並び
に施行規則第51条 の16に 定

める資格の有無を証する書面の写し           。

運行管理の責任者の就任承諾書

運行管理の体制等を記載した書類

登録証 (更新登録、変更登録、軽微な変更の届出
の場合)



式第 2-1

平成

○○運輸支局長 殿

地域公共交通会議においての協議が調つたことを証する書類

下記のとおり地域公共交通会議を開催し、市町村運営有償運送を行
うことが必要である

との合意に至つたので、その旨証明します。

1.地 域公共交通会議の名称及び対象市町村

(名 称 )

(対象市町村)

2.地 域公共交通会議にて合意に至つた年月日

3.合 意の内容

(1)運 送主体

(2)交 通空白輸送、市町村福祉輸送の別

(3)路 線又は運送の区域

(4)そ の他特記事項

月  日

○○市地域公共交通会議

主宰者 〇 〇市長 証 明印

日

平成



平成

騰式第2-2月

月  日

○○運輸支局長

下記のとおり協議会を開催し、

至つたので、その旨証明します。

協議会においての協議が調つたことを証する書類

市町村運営有償運送を行うことが必要であるとの合意に

記

1.協 議会の名称及び対象市町村

(名 称 )

(対象市町村)

2.協 議会にて合意に至つた年月日

3.合 意の内容

(1)運 送主体

(2)交 通空白輸送、市町村福祉輸送
の別

(3)路 線又は運送の区域

(4)そ の他特記事項

平成 日

ooOO協 議会

主宰者 OO市 長 証 明印



運瓢者就任承諾書兼就任予定運転者名簿

申請者 (          )が OヽO運 輸支局に提出する自家用有償旅客運送の登

録の申請に基づき登録を受けた場合は、そ
の運転者として就任することを承諾致します。

皇F娼〔彗Lま手驚薫お墨轟を備えているこ

itti甕 肇 霧 ii鶴 言福貸署積922器 学[製 誉象爾 宮[Pつ

嘲よ 耐 則第田 条

乗務者に係る就任承諾書兼就任予定乗務者名簿       ・

申請者(          )が0ヽ8彙纂季暑暑ft専象屋季層E言管軍曇獣9曇録の申請に基づき登録を受けた場合は、その

す。

※ 施 行規則第 51条 の 1 6第 3項 各号
のいずれかの要件を備えていることを証する書類を添付す

ること。

※

※

　

※

‐が ′ヽ剰笙ハ自動童葬使用して、市町村福祉輸送を行う場合であつて、施行規則第
51条 の 16第 3項 に規

セダン型等の自動車を使用して、市

定する要件を備えない運転者が乗務す
る場合にあつては当該要件を備えた者を乗務さ

せることが必要。



運行管理の責任者 就 任承諾書

)が 、○○運輸支局に提出する自家用有償旅申請者 (

客運送の登録申請に基づき登録を受けた場合は、その運行管理の責任者
として就任するF

とを承諾致します。

平成 年

乗車定員 11以 上の車両を配置する事務所及び乗車定員
11人 未満の車両を5両以上配置する事務所の運行

管理の責任者にあつては、運行管理者資格証の写し又は施行規則
第51条 の17第 2項各号のいずれかの要件を

備えていることを証する書類を添付すること。

所

名

住

氏



登録番号

運送の主体

(申請者名)

運行管理の体制等を記載した書類

事務所名 (

1. 運 行管理 :整備管輝の体制

(ア)運 行管理の責任者の就任予定名簿

整備管理の責任者の就任予定名簿



(ウ)運行管理・整備管理に係る指揮命令系統

運行管理の体制

2.事 故処理連絡体制

運行管理の責任者がやむ

を得ず不在となる場合の

運行管理を代行する者

3 .

運転者

警察署

苦情処理体制

苦情処理責任者

事故対応の責任者

(委託の場合を含む)

氏名

代表者

地域公共交通会議 (又は協議会)・運輸支局

苦情処理担当者

牒式第6日

(番  号 )

運転者

(別紙のとおり)

運行管理の責任者

の代行者

氏名

運行管理の責任者

氏名

代表者

氏名



自家用有償旅客運送者登録証

道路運送法第79条 の3の規定に基づき、下記のとおり自家用有償
旅客運送者として登

録を行つたことを証する。

1.登 録番号

2.登 録の有効期間

3.名 称、住所、代表者の氏名

4.白 家用有償旅客運送の種別

5.運 送の区域

6.登 録に付す条件

平成  ｀ 年

○○運輸局○○運輸支局長 ○ 〇 〇 〇

曰



号 )(番

申 請 者 殿

登録拒否理由通知書

平成  年   月   日 付けをもつて申請のあつた自家用有償旅客運送については、

記理由により (一部)登 録を拒否したので通知する。

1.登 録を拒否した事項

2.登 録の拒否を行つた理由

(文  例 )
・ 道 路運送法施行規則第 9条 の 2に 規定する地域公共交通会議又は同第9条 第 2

項に規定する協議会において協議が調つておらず、道路運送法第79条 の4第 1項

第 6号 の合意が得られていないと認められるため。

口 道 路運送法施行規則第 51条 の 16第 1項 に定める必要な要件を備える運転者

の確保がなされていないと認められるため。

口 道 路運送法施行規則第51条 の 17第 1項に規定する運行管理の責任者の選任、

運行管理の体制の整備がなされていないと認められるため。

日 道 路運送法施行規則第 51条 の20に 規定する整備管理の責任者の選任、整備管

理の体制の整備がなされていないと認められるため。.

口  道 路運送法施行規則第 51条 の 22第 1項 に規定する事故が発生した場合の対

応に係る責任者の選任、連絡体制の整備がなされていないと認められるため。

平成

○○運輸局OO運 輸支局長 ○ ○ ○ ○





多 ト ´』｀

一部改正 平 成 21年 5月 28日 付け公示第 17号

公示第62号

「過疎地有償運送の申請に対する処理方針について」

道路運送法 (昭和 26年 法律第 183号 )第 78条 第2号に定める自家用有償旅客運送

のうち、道路運送法施行規則 (昭和26年 運輸省令第75号 )第 49条 第2号 に定める過

疎地有償運送に係る処理方針を別紙のとおり定めたので公示する。

平成 18年 9月 28日

北陸信越運輸局長  有 野 ― 馬





腸J綱

過疎地有償運送の申請に対する処理方針

以下の方針の定めるところにより行うものとする。

1.・過疎地有償運送について

道路運送法 (昭和26年 法律第183号 。以下 「法」という。)第 73条 第2項に定

める自家用有償旅客運送のうち、道路運送法施行規則 (昭和26年 運輸省令第75号 。

以下 「施行規則」という3)第 49条 第2号に定める過疎地有償運送 (以下 『過疎地有

償運送」という。)は 、タクシー等の公共交通機関によっては住民に対する十分な輸送

サービスが確保できないと認められる場合において、特定非営利活動促進法 (平成10

年法律第7号 )第 2条第2項に規定する特定非営利活動法人その他施行規則第48条 に

掲げる者 (以下 「法人等」という。)が 、実費の範囲内であり、営利とは認められない

範囲の対1面によつて自家用自動車を使用して当該法人等の会員に対して行う輸送サービ

スをいうものとする。

2.登 録の申請

(1)登 録を行う場合

法第79条 の2に基づく登録の申請Iま、次の場合に行うものとする。

① 新 たに登録を受け過疎地有償運送を行おうとする場合

② 登 録の有効期間の満了又は業務の廃止の届出により登録の抹消を受けた後、新た

に登録を受けようとする場合

③ 登 録の取消しを受けた後2年 を経過した日以後において、再度登録を受けようと

する場合

④ 現 在過疎地有償運送を行つている法人等が、法人等の合併によって新たな法人等

となつた場合において、登録を受けていない法人が継承法人となり過疎地有償運送

を行う場合

(2)登 録の申請

登録の申請を行おうとする者 (以下 「申請者」という。)は 、次に掲げる事項を記

載した申請書 (様式第1-1号 )に 、(3)に 掲げる添付書類を添えて、運送の区域

の所在する市町村 (特別区を含む。以下同じ。)を 管轄する運輸支局長等 (兵庫県に

あっては神戸運輸監理部長、沖縄県にあつては陸運事務所長を含む。以下同じ。)(複

数の市町村を運送の区域とする場合にあつては、運営協議会の協議が調つた市町村の

うち主たる事務所の所在地である市町村を管轄する運輸支局長等)あ て提出するもの

とする。

① 申 請者の名称

② 申 請者の住所

③ 申請者の代表者の氏名



④ 自 家用有償旅客運送の種別

⑤ 運 送の区域

運送の区域は、市町村の長が主宰する運営協議会の協議が調つた市町村を単位と

するものとし、旅客の発地又は着地のいずれかが運送の区域にあることを要するも

のとする。

また、交通空白等の状況に対応するため、運送の区域を市町村内の‐部の区域に

限定しようとする場合には、運営協議会における合意に基づき、運送の区域を限定

することができるものとする。                 ・

⑥ 事務所の名称及び位置

過疎地有償運送を実施する全ての事務所の名称及び住所を記載するものとする

(記載する事務所は主たる事務所、従たる事務所を問わない。)。この場合において、

申請者が広域的に活動を行つている法人等である場合は、申請書には過疎地有償運

送を実施する事務所の名称及び住所(活動拠点を定めた場合にはその名称及び住所)

を記載するものとする。

② 事 務所ごとに配置する過疎地有償運送の用に供する自家用自動車の種類ごとの数

事務所ごとに法人等が所有する自家用自動車及びボランティア個人の持込みの自

動車 (過疎地有償運送を実施する間、申請者が使用権原を有するものに限る。)の

別ごとに、以下に掲げる自動車の台数を記載 (軽自動車がある場合には、その数を

内数として括弧書きで記載)す るものとする。

(イ)バ ス :乗車定員 11人 以上の自動車

(口)普 通自動車 :乗車定員11人 未満の自動車 (リフト等移動制約者の乗降を

円滑にする設備が整備された車両を含むものとする。)

なお、(口)に 掲げる自動車にあつては、やむを得ない場合を除き乗用自動車に

限るものとする。

③ 運 送しようとする旅客の範囲

運送しようとする旅客は、申請者の会員 (会員となる予定の者を含む。)で あつ

て、施行規則第49条 第2号に規定する当該地域内の住民及びその親族、当該地域

内に存する官公庁、病院その他の公共的施設を利用する者、その他当該地域におい

て日常生活に必要な用務を反復継続して行う必要がある者とする。

⑨ そ の他の留意事項

登録申請書の受理について、申請書記載事項や添付書類の不備等法令に定められ

た申請の形式的な要件に適合しない申請であることが明らかである場合は、行政手

続法 (平成5年法律第88号 )第 7条の規定に基づき、速やかに申請者に対し当該

申請の補正を求めるものとする。

(3)添 付書類

施行規則第51条 の3に定める申請書に添付する書類は、それぞれ次に掲げる書類

とする。

l① 定 款等の書類

施行規則第51条 の3第 1号に規定する申請者である法人等の定款 (財団法人に



あっては寄附行為)及 び登記事項証明書並びに役員名簿 (登記事項証明書により確

認できる場合は不要)。                    ・

② い わゆる欠格事由に該当しない旨を証する書類

施行規則第51条 の3第 3号に定める、法第79条 の4第 1項第1号から第4号

までのし`ずれにも該当しない旨を証する書類とは、様式第2号に定める宣誓書とし、

法人等の代表者が当該法人の他の役員を含めて宣誓することができるものとする。

③ 運 営協議会において協議が調つていることを証する書類

施行規則第51条 の3第 5号に定める、運営協議会において協議が調つているこ

とを証する書類とは、運営協議会が申請者に交付した様式第3号に定める書類とす

る。運営協議会において運送の区域を市町村内の
一部地域に限定することとした場

合及び申請者の行おうとする過疎地有償運送に対して運営協議会における協議に基

づく特記事項がある場合には、当該書類にその旨を記載するものとする。

④ 自 家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

施行規則第51条 の3第 6号に定める、自家用有償旅客運送自動車についての使

用権原を証する書類とは、当該自動車の自動車検査証及び自動車の使用者と申請者

との間で締結された契約書又は使用承諾書とする。この場合において、当該契約書

又は使用承諾書は、
・
過疎地有償運送を実施する間、使用権原及び運送に伴う責任が

申請者にあることを定めたものであるものとする。

③ 自 家用有償旅客運送自動車の運転者が必要な要件を備えていることを証する書類

施行規則第51条 の3第 7号に定める、自家用有償旅客運送自動車の運転者が、

施行規則第51条 の 16第 1項に規定する要件を備えていることを証する書類と

は、様式第4号に定める運転者就任承諾書及び運転免許証の写し並びに同項各号の

いずれかに掲げる要件を備えていることを証する書類の写し (第二種運転免許を受

けていない場合に限る。)と する。

⑥ 運 行管理の責任者及び運行管理の体制を記載した書類

施行規則第51条 の3第 9号に定める、運行管理の責任者及び運行管理の体制を

記載した書類とは、様式第5号に定める自動車の運行管理の責任者の就任承諾書及

び様式第6号に定める運行管理の体制等を記した書類とし、配置する自動車の数が

乗車定員11人 以上の車両にあつては1両、乗車定員 11人 未満の車両にあつては

5両以上となる事務所の場合には、運行管理の責任者が施行規則第51条 の17第

2項の要件を備えることを証する書類を要するものとする。

⑦ 整 備管理の責任者及び整備管理の体制を記載した書類

施行規則第51条 の3第 10号 に定める、整備管理の責任者及び整備管理の体制

を記載した書類とは、様式第6号に定める自動車の運行管理の体制等を記した書類

とする。

③ 事 故が発生した場合の対応に係る責任者及び連絡体制を記載した書類

施行規則第51条 の3第 11号 に定める、事故が発生した場合の対応に係る責任

者及び連絡体制を記載した書類とは、様式第6号に定める自動車の運行管理の体制

等を記した書類とする。

⑨ 自 家用有償旅客運送自動車の運行により生じた旅客その他の者の生命、身体又は



財産の損害を賠償するための措置を講じていることを証する書類

施行規則第51条 の3第 12号 に定める、自動車の運行により生じた旅客その他

の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置を講じていることを証する

書類とは、契約申込書の写し、見積書等施行規則第51条 の22に 規定する国土交

通大臣が告示で定める基準に適合する任意保険等に計画車両の全てが加入している

又は加入する計画があることを証する書類とする。

⑩ 運 送をしようとする旅客の名簿

施行規則第51条 の3第 13号 に定める、運送をしようとする旅客の名簿は、施

行規則第51条 の25各 号に掲げる事項を記載した名簿 (参考様式第イ号を参考と

して運送者において作成したものを含む。)と する。

(4)登 録の実施

① 登 録番号の付与

運輸支局長等は、登録を行つた場合には、自家用有償旅客運送者 (以下『運送者」

という。)ご とに登録番号の付与を行い、これを管理するものとする。登録番号は、

抹消登録が行われるまでの間、変更登録が行われ他の運輸支局長等の管轄に関係す
―
ることとなつた場合であつても同一の番号により管理するものとする。偶J記1参

照)

ただし、広域的に活動する法人等であつて、1の法人等として登録するとかえつ

て活動実態の把握が困難となるため、活動の拠点たる地域ごとに登録した方が望ま

しいと認められる場合にあつては、法人等の活動実態等も踏まえ、活動拠点ごとに

登録を行うことができるものとする。この場合において、法人の登記上、活動拠点

たる事務所が法人等の登記簿に登記されていない場合にあつては、当該事務所の登

記簿謄本、賃貸借契約書等により事務所の使用権原の確認を行うものとする。

② 登 録を行つた場合の通知

運輸支局長等は、登録を行つた場合には、運送者に対して登録の通知を行うもの

とする。通知は登録証 (様式第7号)の 交付によって代えることができるものとす

る。

③ 登 録簿

運輸支局長等は、申請者を登録簿に登録した場合には、登録簿を簿冊に調製し運

.輸 支局等 (兵庫県にあつては神戸運輸監理部、沖縄県にあっては陸運事務所を含む。

以下同じ。)の 事務所において縦覧に供するものとする。ただし、当該登録簿が電

磁的記録をもって作成されているときには、運輸支局等の事務所において、当該電

磁的記録により記録された情報を端末表示する等電磁的方法により提供することが

できるものとする。

④ 登 録時に付すべき条件

登録時に付すべき条件は、以下のものが考えられるが、このほかに地域の実情、

申請内容等によりこれと異なる条件を付すこと及び条件を追加することができるも

のとする。

(イ)申 請時において要件を満たしていない運転者がいる場合には、要件の確保の



措置が講じられるまで当該運転者に運転させないこと。

(口)運 送の区域は、OO市 △△町のうち、日□地区とする。また、運送の区域を

見直す場合 (減少する場合を除く。)は 、再度運営協議会における合意を必要

, と するものとする。

(5)登 録の拒否

以下の①～③のいずれかに該当する場合には、登録を拒否するものとする。この場

合において、様式第8号に定める登録拒否理由通知書により申請者に通知するととも

に、運営協議会を主宰した市町村等に対してもその旨を通知するものとする。

① 法 第79条 の4第 1項第 1号から第4号 までに掲げる欠格事由のいずれかに該当

する場合

② 法 第79条 の4第 1項第5号 に該当する場合

運営協議会において、当該法人等による過疎地有償運送の実施が必要である旨の

合意がないこと。

③ 法 第79条 の4第 1項第6号 に該当する場合

次の (イ)～ (へ)の いずれかに該当するものであること。

(イ)過 疎地有償運送の実施に必要な自動車の保有がなされていない場合 (使用権原

が申請者にない場合を含む。)

(口)施 行規則第51条 の16第 1項に定める要件を備える運転者の確保がなされて

いないと認められる場合

(ノつ 施行規則第51条 の17第 1項に規定する運行管理の責任者の選任及び運行管

理の体制の整備がなされていないと認められる場合

(二)施 行規則第51条 の20に 規定する整備管理の責任者の選任及び整備管理の体

制の整備がなされていないと認められる場合

(ホ)施 行規則第51条 の21第 1項に規定する事故が発生した場合の対応に係る責

任者の選任及び連絡体制の整備がなされていないと認められる場合

(へ)施 行規則第51条 の22に 規定する自動車の運行により生じた旅客その他の者

の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置が講じられていないと認めら

れる場合

3.輸 送の安全及び旅客の利便の確保

登録を受けた運送者が講じなければならない輸送の安全及び旅客の利便の確保措置に

ついては、以下の点に留意することとする。

(1)運 転者の要件

① 施 行規則第51条 の16第 1項に規定する、第 1種運転免許の保有者であつて、

「その効力が過去2年以内において停止されていない者」であることの要件は、地

域の実情に応じて運営協議会において定めることができるものとする。ただし、2

年未満の期間とすることはできないものとする。

② 登 録後において、施行規則第51条 の 16第 2項 に規定する事故を惹起した運転

者には、独立行政法人自動車事故対策機構が実施する適性診断を受診させること。



また、「その他輸送の安全が確保されていないと認められる場合」とあるのは、運

送者に所属する運転者が道路交通法違反を惹起した結果、運転免許停止以上の処分

を受けることとなつた場合をいうものとし、運送者は、当該運転者に適性診断を受

診させ、運転免許の停止条件が解除された後でなければ運転業務を再開させてはな

らないものとする。

(2)運 行管理

運行管理の責任者の選任にあつでは、施行規則第51条 の17第 2項の定めにより、

事務所ごとに配置する自動車の数により必要となる員数を選任すること。

運行管理の責任者がやむを得ず不在となる場合は、予め運行管理を代行する者を定

め、適切な運行管理の実施を確保するものとする。

(3)安 全な運転のための確認の記録及び乗務記録等の実施

① 施 行規則第51条 の18第 1項に定める、運送者が乗務しようとする運転者に対

して行う確認、指示は対面により行うよう努める。対面での確認が困難である場合

には、電話により必要な確認、指示を確実に実施できる体制を整備し実施すること。

② 施 行規則第
‐51条 の18第 1項に定めるミ運送者が乗務しようとする運転者に対

して行う確認、指示の記録は、参考様式第口号を参考として運送者において書式を

定め実施するものとする。

③ 施 行規則第51条 の18第 2項 に定める運転者が乗務した場合の乗務記録は、参

考様式第ハ号を参考として運送者において書式を定め実施するものとする。

(4)運 転者台帳及び運転者証の整備

① 施 行規則第51条 の19第 1項に定める、自家用有償旅客運送自動車の運転者ご

との運転者台帳は、参考様式第二号を参考として運送者において定めるものとする。

② 施 行規則第51条 の19第 3項 に定める運転者証は、参考様式第ホ号を参考とし

て運送者において作成するとともに、作成した運転者証を車内のダッシュボ
ード付

近に掲示するか、同項に規定する作成番号及び作成年月日、運送者の名称、運転者

の氏名、運転免許証の有効期間並びに施行規則第51条 の16第 1項に規定する運

転者の要件として必要な講習等の修了等の必要事項を記載した運送者の発行する身

分証明書 (lDカ ードを含む。)を 旅客に見やすいよう適切な方法により運転者に

携行させるものとする。

(5)事 故の場合の処置

施行規則第51条 の21第 2項 に定める事故の記録は、参考様式第へ号を参考とし

て運送者において書式を定め実施するものとする。

(6)損 害賠償措置の実施

施行規則第51条 の22に 規定する損害賠償措置を講ずる場合にあつては、自家用

有償旅客運送を行う場合においても、保険金の支払いが可能となるものを付保するも



のとし、登録後において、国土交通大臣が告示で定める保険金限度額を減じるなどの

変更契約や正当な理由のない解約をしてはならないものとするb

(7)自 動車に関する表示

① 施 行規員J第51条 の23に 規定する自動車に関する表示については、以下に掲げ

る事項を車体の両側面に表示するものとする。

文字はステツカニ、マグネットシ
ー ト又はベンキ等による横書きとする。

この場合の文字の大きさは、
一文字の大きさが一辺5セ ンチメー トル以上とする。

(イ)運 送者の名称

(口)「有償運送車両」の文字

(ハ)登 録番号

② 登 録証の交付を受けた運送者は、登録証の写しを自動車に備えて置かなければな

らないものとする。

(8)旅 客の名簿の作成管理

施行規則第51条 の25に 規定する旅客の名簿の作成管理に当たつては、個人情報

の保護の観点から適切に管理するでものとする。            ‐

(9)苦 情処理体制の確保等

施行規則第51条 の26第 1項に定める苦情処理の体制については、様式第6号に

記載するものとし、同条第2項に定める苦情処理の記録は、参考様式第卜号を参考と

して運送者において書式を定め記録するものとする。

(10)その他の留意事項

運営協議会は、上記に定めるもののほか、団体の活動実態及び遜域の実情に応じ、

必要と認められた事項を定めることができるものとする。

4.有 効期間の更新の登録

(1)更 新登録の申請

① 有 効期FH5の更新の登録の申請を行おうとする者は、更新登録申請書 (様式第1-

2号 )を 運送の区域の所在する市町村を管轄する運輸支局長等 (複数の市町村を運

` 送 の区域とする場合にあつては主たる事務所の所在地である市町村を管轄する運輸

支局長等)に 提出するものとする。この場合において、運輸支局長等は、原則とし

て有効期間の満了する日の2ヶ月前から申請の受付を行うとともに、運送の区域が

他の運輸支局長等の管轄内に存するときは、当該運輸支局長等に通知を行うものと

する。

② 複 数の運送の区域を有する者にあつては、更新の登録を行うことについてそれぞ

れの運送の区域における運営協議会の合意が成立していることを要するものとす

る。この場合において、
一部の区域において更新の必要性について協議が調わなか

った場合には、当該区域に係る有効期間の更新を行うことはできないものとする。



③ 有 効期間が満了した後、更新登録の申請があつた場合は、災害等によりやむを得

ない場合を除き有効期間の更新を行うことができないものとする。

運営協議会で更新についての協議を行つているにもかかわらず、有効期間の満了

する日までに協議が調わない場合には、運送者は協議が調つていることを証する書

類を添付せずに更新の登録の申請を行うことができるものとし、この場合において、

運輸支局長等は、協議が調つていることを証する書類の提出がなされるまでの間、

更新の登録の可否についての判断を保留することができるものとする。ただし、有

効期間の満了する日までに協議が調わないことについて正当な理由がない場合にあ

っては、この限りでない。

(2)更 新登録に当たつての審査及び登録の有効期間

更新登録に当たつては、行政への報告及び添付書類並びに運営協議会からの報告等

により業務の実施状況、法令違反、輸送の安全の確保命令その他の行政処分の有無等

を審査するものとし、次のいずれにも該当する場合にあってはt更新登録において付

与する有効期間を3年とし、いずれかに該当しない場合にあつては2年とする。

① 法第79条 の9第 2項の規定による自動車の運行の管理の方法を改善すること等
~~ の

命令を受けていな Lniこと

② 法 第79条 の 10に 基づく自動事事故報告規則第2条第1項に規定する事故を引

き起こしていないこと

③ 法 第79条 の12の 規定による業務の全部又は
一部の停止の命令を受けていない

こと

(3)軍 新登録の実施

① 上 記2.の 場合に準じて審査を行うものとし、登録の拒否を行う場合に該当する

場合を除き、更新登録を実施するものとする。

② 運 輸支局長等は、更新登録後の登録簿を簿冊に調製し運輸支局等の事務所におい

て縦覧に供するものとする。ただし、当該登録簿が電磁的記録をもつて作成されて

いるときには、運輸支局等において、当該電磁的記録により記録された情報を端末

表示する等電磁的方法により提供することができるものとする。

③ 運 輸支局長等は、更新登録を行つた場合には、運送者に対して登録の通知を行う

ものとする。登録の通知は登録証の交付によつて代えることができるものとする。

④ 更 新登録を行つた運輸支局長等は、関係する運輸支局長等がある場合には、当該

運輸支局長等に更新登録を行つた旨、登録簿の写しを添えて通知するものとする。

通知を受けた当該運輸支局長等は、登録簿の写しを当該運輸支局等の事務所におい

て縦覧に供するものとする。

⑤ 更 新登録を拒否した場合にあつては、2.(5)の 場合に準じ、様式第8号に定

める登録拒否理由通知書により申請者に通知するとともに、運営協議会を主宰した

市町村等に対してもその旨を通知するものとする。

5。変更登録



(1)変 更登録を行う場合'法
第79条 のフの規定に基づき、以下の①又は②に掲げる事項を変更しようとする

場合は、変更登録を要するものとする。

① 運 送の区域 (減少することとなる場合を除く。)

② 運 送の種別 (既に過疎地有償運送及び福祉有償運送を行つている運送者が、いず

れかの有償運送を行わないこととする場合を除く。)

なお、登録後において市町村合併が実施された場合であつても、運送の区域は、合

併前の旧市町村の範囲にあるものとし、運送の区域を合併後の市町村の範囲としよう

とする場合にあつては、合併後の市町村の長が主宰する運営協議会における協議を経

て、変更登録を受けることを要するものとする。

(2)変 更登録の申請

変更登録の申請を行おうとする者は、様式第1-3号 に定める申請書に (3)に 掲

げる添付書類を添えて、変更しようとする運送の区域の所在する市町村を管轄する運

輸支局長等 (複数の市町村を運送の区域とする場合にあつては主たる事務所の所在地

である市町村を管轄する運輸支局長等)あ て提出するも
・
のとする。運送の区域の拡大

~「
伴い他の運輸支局長等の管轄にも属することとなつた場合はt新 たに管轄となつた

運輸支局長等に申請を行うものとする,

(3)添 付書類

施行規則第51条 の11第 2項に掲げる添付書類は、次に掲げるものとする。

①
'運送の区域が拡大される場合

(ィ)上 記2.(3)① ～⑩に掲げる書類のうち、拡大しようとする運送の区域にお

ける運行管理の体制を記載した書類、運送しようとする旅客の名簿、その他の変

更に伴い内容が変更されることとなる書類

(口)拡 大しようとする運送の区域における市町村が主宰する運営協議会において協

議が調つていることを証する書類

(ハ)登 録証

② 有 償運送の種別が変更され新たに過疎地有償運送を行うこととなる場合

(イ)上 記2.(3)① ～⑩に掲げる書類のうち、自家用有償旅客運送自動車の運転

者が、施行規則第51条 の 16第 1項に規定する運転者の要件を備えていること

を証する書類、運送しようとする旅客の名簿、その他の種別の変更に伴い内容が

変更されることとなる書類

(口)運送の区域における市町村が主宰する運営協議会において協議が調つているこ

とを証する書類

(ハ)登 録証

(4)変 更登録の実施

① 変 更登録は上記2.の 場合に準じて審査し、登録の拒否を行う場合に該当する場

合を除き、変更登録を実施するものとする。



② 運輸支局長等は、変更登録を行つた場合には、変更登録後の登録簿を簿冊に調製

し運輸支局等の事務所において縦覧に供するものとする。ただし、当該登録簿が電

磁的記録をもって作成されているときには、運輸支局等の事務所において、当該電

磁的記録により記録された情報を端末表示する等電磁的方法により提供することが

できるものとする。

③  変 更登録を行 つた運輸専局長等|ま、変更登録前の運送の区域 を管轄する他
の運輸

支局長等がある場合には、当該運輸支局長等に変更登録を行つた旨、登録簿の写し

を添えて通知するものとする。通知を受けた当該運輸支局長等は、登録簿の写しを

当該運輸支局等の事務所において縦覧に供するものとする。

④ 変 更登録を拒否した場合にあつては、2.(5)の 場合に準じ、様式第8号 に定

める登録拒否理由通知書により申請者に通知するとともに、運営協議会を主宰した

,市 町村等に対してもその旨を通知する。

(5)変 更登録時の留意事項

変更登録の場合にあつては、有効期間の更新を行わない。

6.軽 微な事項の変更の届出

(1)軽 微な事項の変更の届出

軽微な事項の変更については、登録事項変更届出書 (様式第 1-4号 )に より届出

を行うものとする。この場合において、事務所ごとの配置車両数が5両 以上 (乗車定

員 11人 以上の自動車にあつては1両以上)と なつた場合にあつては、当該届出書に

施行規則第 51条 の3第 9号 に定める運行管理の体制を記載した書類及び施行規則第

51条 の 17第 2項 に定める運行管理の責任者の要件を備えていることを証する書類

‐
を添付するものとする。

(2)軽 微な事項の変更の登録

軽微な事項の変更の届出があつた場合には、運輸支局長等は、届出の事実に基づき

変更の登録を行うものとし、変更後の登録簿を簿冊に調製し運輸支局等の事務所にお

いて縦覧に供するものとする。ただし、当該登録簿が電磁的記録をもって作成されて

いるときには、運輸支局等の事務所において、当該電磁的記録により記録された情報

を端末表示する等電磁的方法により提供することができるものとする。

7.業 務の停止及び登録の取消し

法第79条 の 12に 規定する業務の停止及び登録の取消しを行う場合の行政処分等の

基準については、別に定める。なお、運送者に対して、警告、業務の停止又は登録の取

消しを行つた場合においては、運輸支局長等は、処分等を行うに至つた違反事実、行政

処分等の内容を遅滞なく運営協議会の主宰者に通知するものとする。

8。登録の抹消



(1)運 輸支局長等は、登録の有効期間が満了した場合、業務の廃止の届出が行われた場

合及び登録の取消しを行つた場合においては、当該運送者の登録の抹消を行うものと

する。

(2)運 輸支局長等は、運送者の登録の抹消を行つたときは、当該運送者の名称を公示、

インターネットその他の適切な方法により公表するものとし、かつ、その旨を運営協

議会の主宰者に通知するものとする。

(3)運 送者は、登録の抹消が行われた場合には、登録証の原本を登録簿の存する運輸支

局長等に返納しなければならないもの|す る。当該運送者は、登録証の返納を行うま

での間、登録証の適切な管理を行わなければならないものとする。

附 貝1

1.本 処理方針は、平成 18年 10月 1日以降に処分を行うものから適用するものとす

る。

2:道 路運送法等の一部を改正する法律
~(平
成 18年 法律第40号 。以

~F「
改正法Fと

‐

いう。)附 則第5条の規定により改正前の道路運送法 (以下
「旧法」という。)第 80

条第 1項ただし書の許可に係る運送について、改正法による改正後の道路運送法 (以

下 「新法」という。)第 79条 の登録を受けたとみなされる者 (以下
「みなし運送者J

という。)に 係る運転者証の作成
・携行、自動車に関する表示等に係る本処理方針の

規定の適用については、改正法施行以後、最初の登録 (軽微な事項の変更の届出に係

るものを含む。以下同じ。)を 受けることとなる日までは適用しない。

3.み なし運送者のうち、1の法人等が旧法第80条 第 1項ただし書の規定に基づき複

数の地域においてそれぞれの許可を取得していた者においては、改正法の施行に伴い、

複数の運送の区域を有する1の法人等が登録を受けたものとみなし新法の規定を適用

するものとする。この場合において、当該許可の期限がそれぞれの地域で異なる場合

には、最初に到来する期限までを当該登録の有効期間とみなし、新法の規定を適用す

る。

4。 みなし運送者に係る登録簿の縦覧、登録事項の通知、登録証の交付、登録番号の付

与に係る本処理方針の規定の適用については、改正法施行以後、最初の登録の日まで

は適用しない。

5.改 正法施行後においてみなし運送者に必要とされる車体の表示のうち、「有償運送

車両」の文字及び 「登録番号」を車体の両側面に表示することについては、改正法施

行以後、最初の登録を受けることとなる日までは、なお従前の例による。

6.改 正法施行後においてみなし運送者に必要とされる自家用自動車への登録証の備え



置きについては、改正法施行以後、最初の登録を受けることとなる日までは、旧法第

80条 第 1項 ただし書の規定に基づき交付を受けた許可証を備え付けるものとする。

附 則 (平成21年 5月 28日 付け公示第 17号 で
一部改正)

1.本 処理方針は、平成21年 6月 1日以降に申請を受け付けるものから適用するもの

とする。



別記 1.

登録番号の付与方法

【番号付与例】

注 1.

し疎地有償運送  ′

文字 (例:東京運輸支局)

5運輸局の頭1文字 (例:関東運輸局)

神戸運輸監理部兵庫陸運部の管轄にあるものは、頭2文字は 「神兵」と表

示する。

2.沖 縄総合事務局にあつては、「沖」1文字とし陸運事務所の表示は不要と

する。



様式第 1-1

平成

○○運輸局 ロロ運輸支局長 殿

名  . 称

住    所

代表者の氏名

自家用有償旅客運送の登録の申請

このたび、自家用有償旅客運送を行いたいので、

き、下記のとおり申請します。

道路運送法第79条 の2の規定に基づ

1.名 称、住所、代表者の氏名

2.自 家用有償旅客運送の種別

(過疎地有償運送)

3.運 送の区域

区  域
備

．

考

．

4.事 務所の名称及び位置

事務所の名称 位 置

日



事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びその種類ごとの数

軽自動車については、( )内 に内数で記載する
こと

6.運 送 しようとする旅客の範囲

事務所の名称
有

分

所

区

′ヽ       ラく

(乗車定員 11人 以上)

普通自動車

(乗車定員10人 以下)

計

輸

〈
口
＜

所有
(        ) (        )

持込
(        ) (        )

合計
(        ) (        )



第 1-2

○○運輸局 □ □運輸支局長 殿

平成

名   称

住    所

代表者の氏名

自家用有償旅客運送の更新登録の申請

このたび、自家用有償旅客運送の有効期間の更新を行
いたいので、道路運送法第79条

の 6及 び同法施行規則第 51条 の 10の 規定に基
づき、下記のとおり申請します。

1.名 称、住所、代表者の氏名

2.登 録番号

3.自 家用有償旅客運送の種別

(過疎地有償運送)

日

考備

事務所の名称及び位置
位 置

事務所の名建



6.事 務所ごとに配置する           の 数及びその種類ごとの数

軽泊同蒔昨=光 て`は、( )内 に内数で記載する
こと

7.運 送しようとする旅客の範囲

事務所の名称
有

分

所

区

′ヽ   ス

(乗車定員 11人 以上)

.普通自動車

(乗車定員 10人 以下)
合 計

所有
(        ) (        )

持込
(        ) (       )

合計
(        ) (       )



1-3

平成

○○運輸局 ロ ロ運輸支局長 殿

名    称

住    所

代表者の氏名

自家用有償旅客運送の変更登録の申請

このたび、自家用有償旅客運送の登録事項の変更を行いたいので、道路運送法第
79条

のフ及び同法施行規則第 51条 の 11の 規定に基づき、下記の
とおり申請します。

記

1.名 称、住所、代表者の氏名

2.登 録番号

3.自 家用有償旅客運送の種別

(過疎地有償運送)

日

4.変 更 しようとする事項

変更予定期日

平成  年   月

(1)自 家用有償旅客運送の種別の変更

運送の区域の変更



1 - 4

平成

○○運輸局 ロ ロ運輸支局長

名   称

住    所

代表者の氏名

自家用有償旅客運送に係る登録事項変更届出書

このたび、自家用有償旅客運送の登録事項のうち軽微な事項
の変更を行いましたので、

道路運送法第79条 の7及 び同法施行規則第
51条 の 13の 規定に基づき、下記のとおり

届出致します。

1.名 称、住所、代表者の氏名

2.登 録番号

3.,自 家用有償運送の種別

(過疎地有償運送)

4.軽 微な事項の変更

日

殿

(1)名 称、住所i代 表者の氏名

(2)自 家用有償旅客運送の種別

(過疎地有償運送又は福祉有償運送のラちt ず`れ
かを行わないこととする場合に限る)



0)運 送の区域 (減

(5)事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びそ
の種類ごとの数

新 1日

事務所の名称又は位置

事務所の名称
有

分

所

区

ス

(乗車定員11人 以上)

普通自動車

(乗車定員 10人 以下)
合 計

新

所有
(    ) (    )

持込
(   ) (           )

合計
(    ) (           )

(    ) (    )

|ロ

所有

持込
(   ) (    )

合計
(    ) (           )

軽自動車については、( )内 に内数で記載す
ること

(6)運 送しようとする旅客の範囲



添付書類 (新規登録の申請IF際してき付が必要な言埋)
類必

定款又は寄附行為及び登記事項証明書並びに役員の名簿 (登記事項証明書により

確認できる場合は不要)

宣誓書 (第79条 の4第 1～ 4号 までのいずれにも該当しない旨を証する書類

法第51条 の7に規定する運営協議会においての合意を証する書類

自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

運転者等就任承諾書等及び運転免許証の写し並びに施行規則第
51条 の 16に 定

める資格の有無を証する書面の写し

運行管理の責任者の就任承諾書

運行管理の体制等を記載した書類

運送 しようとする旅客の名簿

旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償す
°
るための措置を講じている

ことを証する書面



添付書類 (更新登録、変更登録の申請、変更の届出に際して基本的に添付が必要な書類)

類書要必 様式番号

1
定款又は寄附行為及び登記事項証明書並びに役員の名簿 (登記事項証明書

により

確認できる場合は不要)

2 宣誓書 (第79条 の4第 1～ 4号 までのいずれにも該当しない旨を証する書類 様式第2号

3 法第61条 のフに規定する運営協議会においての合意を証する書類 様式第3号

4 自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

5
運転者等就任承諾書等及び運転免許証の写し並びに施行規則第

51条 の 16に 定

める資格の有無を証する書面の写し
様式第4号

6 運行管理の責任者の就任承諾書
様式第5号

運行管理の体制等を記載した書類
様式第6号

７

　

一
　

８ 運送しようとする旅客の名簿

登録証 (更新登録、変更登録等の場合)

参考様式第イ号

様式第7号
9

(様式第9号)
10
旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償す

るための信直脅耐じ■い0

ことを証する書面 (宣誓書)



○○運輸局ロロ運輸支局長 殿

当法人における役員の全員が、道路運送法第79条 の
4第 1項第1号から第4号までの

いずれにも該当しないことを宣誓致します。

平成

名    称

住    所

代表者の氏名

由旦
重
昌
童
日



平成

申請者 ○ ○○○ 殿

運営協議会において協議が調つたことを証する書類

下記のとおり運営協議会を開催し、当該地域における地域住民の生活
のために必要な旅

客輸送を行わせることが必要であるとの合意に至つたので、その旨証する書類を交付す
る。

1.運営協議会の名称及び対象市町村

(名 称 )。

(対象市町村)

2.運 営協議会にて合意に至つた年月日

3.合 意の内容

(ア)運送主体の名称、住所、代表者
の氏名

(イ)運送の区域

(ウ)旅客から収受する対価 (対価の内容を添付する
こと)

(工)その他特記事項

平成

○○市運営協議会

主宰者 00市 長

日

日



運転者就任承諾書兼就任予定運転者名簿

申請者 (          )が ヽOO運 輸支局に提出する自家用有償旅客運送の登

録の申請に基づき登録を受けた場合は、その運転者
として就任することを承諾致します。

1種 ・2種 )を 記載すること。
運 転 免 許 の 種 類 欄 に は 、 受 け

て い る 運 転 免 許 の Xllく晋 DE・ 天 型 凛 ひ 1程
・ Z狸 ′ a日 じ撃 ,oLc。

第2種運転免許を有しない者にあつては、施行規則第
51条 の 16第 1項各号のいずれかの要件を備えている,こ

とを証する書類を添付すること.



運行管理の責任者就任承諾書

申請者 ( )が 、00運 輸支局に提出する自家用有償旅

その運行管理の責任者として就任する客運送の登録の申請に基づき登録を受けた場合は、

ことを承諾致します。

平成 年

※ 乗 車定員 11以 上の車両を配置する事務所及び乗車定員
11人 未満の車両を5両 以上配置する事務所の運行

管理の責任者にあつては、運行管理者資格証の写し又は施行規則
第51条 の 17第 2項 各号のいずれかの要件を

備えていることを証する書類を添付すること.

月

所

名

住

氏



登録番号

運褒釦眺日体(申課葬新ζ)

運行管理の体制等を記載した書類

事務所名 (

1.運行管理・整備管理の体制
(ア)運 行管理の責任者の就任予定名簿

※  栗 早 疋 員 11タ エ リ早 円 τ HC曰
ソυ〒 |"″:^V‐ 不― ～ 卜 ・・―

蔦 科窺 」illttg i桑 ぁ 17第 2項 各 号
所の運行管理の責任者にあつては、運行管理者資格証の写

し又は

のいずれかの要件を備えていることを証する書類を添付する
こと
L__ヮ .^i_フ

※
V′
裏藉あ蓬難程|よF長百5桑彙1墳の運行管理者、その他の別を記載するものとする.

(イ)整 備管理の責任者の就任予定名簿

2.事 故処理連絡体制

運行管理の責任者がやむ

を得ず不在となる場合の

運行管理を代行する者

代表者

・運輸支局

当者

住 所 資格の種類

No
氏  名

1

2

員 11以 上の車両 配置 及 1 1人 禾 洒の早 回 脅 5回

(ウ)運 行管理
・整備管理に係る指揮命令系統

運転者

(別紙のとおり)



自家用有償旅客運送者登録証

道路運送法第79条 の3の規定に基づき、下記のとおり自家用有償旅
客運送者として登

録を行つたことを証する。

1.登 録番号

2.登 録の有効期間

3.名 称、住所、代表者の氏名

4.自 家用有償旅客運送の種別

5.運 送の区域

6.登 録に付す条件

平成

OO運 輸局00運 輸支局長 ○ ○ ○ ○



(申 請 者)殿

登録拒否理由通知書

平成  年   月   日 付けをもつて申請のあつた自家用有償旅客運送
については、

記理由により (一部)登 録を拒否したので通知する。

1.登 録を拒否した事項

2.登 録の拒否を行うた理由

(文  例 )
・  道 路運送法第79条 の4第 1項第1号 (第2号、第3号、第4号)に掲げる欠格

事由に該当しているため。
・ 道 路運送法施行規則第51条 の7に規定する運営協議会において協議が調

つて

おらず、道路運送法第79条 の4第 1項第5号の合意が得られていな
いと認められ

,  る ため。

「  道 路運送法施行規則第51条 の16第 1項に定める必要な要件を備える運転者

の確保がなされていないと認められるため。

・  道 路運送法施行規則第51条 の17第 1項に規定する運行管理の責任者
の選任、

運行管理の体制の整備がなされていないと認められるため.

・ 道 路運送法施行規則第51条 の20に 規定する整備管理の責任者
の選任、整備管

理の体制の整備がなされていないと認められるため。

・・  道 路運送法施行規則第51条 の21に 規定する旅客その他の者の生命、身体又
は

財産の損害を賠償するための措置が講じられていないと認められるため。

・ 道 路運送法施行規則第51条 の22第 1項に規定する事故が発生した場合
の対

応に係る責任者の選任、連絡体制の整備がなされていないと認められる
ため。

平成

OCi運輸局00運 輸支局長 00 00



○○運輸局ロロ運輸支局長 殿

道路運送法第79条 の登録を受けた時は、

措置を講ずることを誓約します。

平成

(契約申込書の写し、見積書の写しが添付できない場合は以下の宣誓書を添
付する)

速やかに以下のとおり損害を賠償するための

記

由日一
哲
百 書

称

所

名

住

代表者の氏名

保険 (共済)の 種類 補償金額

対 大保険 (共済) (無制限 ・       万 円)

対物保険 (来済) (無制限 ・       万 円)



多 ト ′』ヽ

一部改正 平 成 21年 5月 28日 付け公示第 18号

公示第63号

「福祉有償運送の申請に対する処理方針について」

道路運送法 (昭和 26年 法律第 183号 )第 78条 第2号 に定める自家用有償旅客運送

のうち、道路運送法施行規則 (昭和 26年 運輸省令第75号 )第 49条 第 3号 に定める福

祉有償運送に係る処理方針を別紙のとおり定めたので公示する。

平成 18年 9月 28日

/⌒ l 北陸信越運輸局長  有 野 ― 馬



腸J細

福祉有償運送の申請に対する処理方針

以下の方針の定めるところにより行うものとする。

1.福 祉有償運送について

道路運送法 (昭和26年 法律第 183号 。以下 「法Jと いう。)第 78条 第2号 に定

める自家用有償旅客運送のうち、道路運送法施行規則 (昭和26年 運輸省令第75号 。

以下 「施行規則」という。)第 49条 第3号 に定める福祉肴償運送 (以下 「福祉有償澤

送」という。)は 、タクシー等の公共交通機関によつては要介護者、身体障害者等施行

規則第49条 第 3号 に掲げる者に対する十分な輸送サ
ービスが確保できないと認められ

る場合において、特定非営利活動促進法 (平成 10年 法律第7号 )第 2条第2項 に規定

する特定非営利活動法人その他施行規則第48条 に掲|ザる者 (以下 「法人等」という。)

が、実費の範囲内であり、営利とは認められない範囲の対価によつて乗車定員11人 未

満の自家用自動車を使用して当該法人等の会員に対して行う原則としてドア
ロツー ・ド

アの個別輸送サービスをいうものとする。

2.登 録の申請

(1)登 録を行う場合

法第79条 の2に基づく登録の申請は、次の場合に行うものとする。

① 新 たに登録を受け福祉有償運送を行おうとする場合

②
′登録の有効期間の満了又は業務の廃上の届出により登録の株消を受けた後、新た

に登録を受けようとする場合

③ 登 録の取消しを受けた後 2年 を経過した日以後において、再度登録を受けようと

する場合

④ 現 在福祉有償運送を行つている法人等が、法人等の合併によつて新たな法人等と

なつた場合において、登録を受けていない法人が承継法人となり福祉有償運送を行

う場合

(2)登 録の申請

登録の申請を行おうとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書 (様式第 1-1

号)に 、(3)に 掲げる添付書類を添えて、運送の区域の所在する市町村 (特別区を

含む。以下同じ。)を 管轄する運輸支局長等 (兵庫県にあっては神戸運輸監理部長、

沖縄県にあつては陸運事務所長を含む,以 下同じ6)(複 数の市町村を運送の区域と

する場合にあつては、運営協議会の協議が調つた市町村のうち主たる事務所の所在地

である市町村を管轄する運輸支局長等)あ て提出するものとする。

① 申 請者の名称

② 申 請者の住所

③ 申 請者の代表者の氏名

④ 自家用有償旅客運送の種別



⑤ 運 送の区域

運送の区域は、市町村の長が主宰する運営協議会の協議が調つた市町村を単位と

するものとし、旅客の発地又は着地のいずれかが運送の区域にあることを要するも

のとする。

運営協議会が複数市町村の合同で主宰される場合又は都道府県によって主宰され

る場合の運送の区域は、当該運営協議会の地域の全域とするのではなく、運送を必

要とする者の居住地及び行動の目的地等に照らし合理的であり、かつ、当該団体の

運行管理が適切かつ確実に実施されると認められる範囲の市町村を定めるものとす

る。    ｀

⑥ 事 務所の名称及び位置

福祉有償運送を実施する全ての事務所の名称及び住所を記載するものとする (記

載する事務所は主たる事務所、従たる事務所を問わない。)。この場合において、

申請者が広域的に活動を行つている場合は、申請書には福祉有償運送を実施する事

務所の名称及び住所 (活動拠点を定めた場合にはその名称及び住所)を 記載するも

のとする。

⑦ 事 務所ごとに配置する福祉有償運送の用に供する自家用自動車の種類ごとの数

事務所ごとに法人等が所有する自家用自動車及びボランティア個人の持込みの自

動車 (乗車定員 11人 未満の自動車であつて、福祉有償運送を実施する間、申請者

が使用権原を有するものに限る。)の 別ごとに、以下に掲げる自動車の台.数を記載

(軽自動車がある場合には、その数を内数として括弧書きで記載)す るものとする。

(イ)寝 台車 :車内に寝台 (ストレッチヤ
ー)を 固定する設備を有する自動車

(口)車 いす車 :車いすの利用者が車いすのまま車内に乗り込むことが可能な自動

車であつてスロープ又はリフト付きの自動車

(ハ)兼 用車 :ス トレッチャー及び車いすの双方に対応した自動車

(二)回 転シー ト車 :回転シート (リフトアップシ
ートを含む。)を 備える自動車

(ホ)セ ダン等 (貨物運送の用に供する自動車を除く。)

③ 運 送しようとする旅客の範囲

(イ)運 送しようとする旅客の範囲は、施行規則第49条 第3号 イ、日、ハ、二の

区分のうち、運送の対象とするものを記載する。なお、申請日において運送し

ょうとする旅客の中に該当する者がいない区分については、申請することがで

きない。

(口)施 行規則第49条 第3号 イに該当する旅客にあっては身体障害者手帳を、同

号口に該当する旅客にあつては介護保険被保険者証を所持する者であること。

(ハ)施 行規則第49条 第3号ハ及び二に該当する者を対象とする場合には、運営

協議会において当該者の身体状況等について運送の対象とすることが適当であ

ることの確認がなされた者であること。

(二)施 行規則第49条 第3号ハ及び二に該当する旅客にあつては、付添い、見守

り等の介助なしには、タクシー等の公共交通機関の利用が困難である者を含む

ものとし、「その他の障害を有する者」には、自開症、学習障害などの発達障

害を有する者を含むものとする。

(ホ)福 祉有償運送は、
′
ドア ・ツー ・ドアの個別輸送を原則とするが、施行規則第



49条 第3号 に定める者のうち透析患者の透析のための輸送、知的障害者、精

神障害者の施設送迎等であつて当該地域における運営協議会が必要と認めた場

合には、1回の運行で複数の旅客を運送すること (以下、「複数乗車」という。)

ができるものとする。この場合においては、旅客から収受する対価が施行規則

第 51条 の 15の 規定及び関係通達の定める基準を満たしていることについて

運営協議会の合意がなされていることを要するものとする。

⑨ そ の他の留意事項

登録申請書の受理について、申請書記載事項や添付書類の不備等法令に定められ

た申請の形式的な要件に適合しない申請であることが明らかである場合は、行政手

続法 (平成5年法律第88号 )第 7条の規定に基づき、速やかに申請者に対し当該

申請の補正を求めるものとする。

(3)添 付書類

施行規則第51条 の3に定める申請書に添付する書類は、それぞれ次に掲げる書類

とする。

① 定 款等の書類

施行規則第51条 の3第 1号に規定する申請者である法人等の定款 (財団法人に

あつては寄附行為)及 び登記事項証明書並びに役員名簿 (登記事項証明書により確

認できる場合は不要)。

② い わゆる欠格事由に該当しない旨を証する書類

施行規則第51条 の3第 3号 に定める、法第79条 の4第 1項第 1号から第4号

までのいずれにも該当しない旨を証する書類とは、様式第2号 に定める宣誓書とし、

法人等の代表者が当該法人の他の役員を含めて宣誓することができるものとする。

③ 運 営協議会において協議が調つていることを証する書類

施行規則第51条 の3第 5号 に定める、運営協議会において協議が調つているこ

とを証する書類とは、運営協議会が申請者に交付した様式第3号 に定める書類とす

る。申請者の行おうとする福祉有償運送に対して運営協議会における協議に基づく

特記事項がある場合には、当該書類にその旨記載するものとする。

④ 自 家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

施行規則第51条 の3第 6号 に定める、自家用有償旅客運送自動車についての使

用権原を証する書類とは、当該自動車の自動車検査証及び自動車の使用者と申請者

との間で締結された契約書又は使用承諾書とする。この場合において、当該契約書

又は使用承諾書は、福祉有償運送を実施する間、使用権原及び運送に伴う責任が申

請者にあることを定めたものであるものとする。

⑤ 自 家用有償旅客運送自動車の運転者が必要な要件を備えていることを証する書類

施行規則第51条 の3第 7号 に定める、自家用有償旅客運送自動車の運転者が施

行規則第51条 の 16第 1項に規定する要件を備えていることを証する書類とは、
様式第4号 に定める運転者就任承諾書及び運転免許証の写し並びに同項各号のいず

れかに掲げる要件を備えていることを証する書類の写し (第二種運転免許を受けて

いない場合に限る。)と する。

⑥ 福 祉自動車以外の自動車を使用して福祉有償運送を行う場合の運転者その他の乗



務員が必要な要件を備えていることを証する書類

施行規則第51条 の3第 8号に定める、福祉自動車以外の自動車を使用して福祉

有償運送を行おうとする場合における運転者その他の乗務員が施行規則第51条 の

16第 3項 に規定する事件を備えていることを証する書類とは、介護福祉士の登録

証の写し、施行規則第51条 の16第 3項第2号に規定する講習を修了しているこ

とを証する書類の写し又は同項第3号 の要件を備えていることを証する書類の写し

とする。

⑦ 運 行管理の責任者及び運行管理の体制を記載した書類

施行規則第51条 の3第 9号 に定める、運行管理の責任者及び運行管理の体制を

記載した書類とは、様式第5号に定める自動車の運行管理の責任者の就任承諾書及

び様式第6号 に定める自動車の運行管理の体制等を記した書類とし、配置する自動

車の数が5両 以上となる事務所の場合には、運行管理の責任者が施行規則第51条

の 17第 2項 の要件を備えることを証する書類を要するものとする。

③ 整 備管理の責任者及び整備管理の体制を記載した書類

施行規則第51条 の3第 10号 に定める、整備管理の責任者及び整備管理の体制

を記載した書類とは、様式第6号に定める自動車の運行管理の体制等を記した書類

とする。

③ 事 故が発生した場合の対応に俸る責任者及び連絡体制を記載
した書類

施行規則第51条 の3第 11号 に定める、事故が発生した場合の対応に係る責任

者及び連絡体制を記載した書類とは、様式第6号に定める自動車の運行管理の体制

等を記した書類とする。

① 自 家用有償旅客運送自動車の運行により生じた旅客その他の者の生命、身体又は

財産の損害を賠償するための措置を講じていることを証する書類

施行規則第51条 の3第 12号 に定める、自家用有償旅客運送自動車の運行によ

り生じた旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置を講じ

ていることを証する書類とは、契約申込書の写し、見積書等施行規則第51条 の2

2に 規定する国土交通大臣が告示で定める基準に適合する任意保険等に計画車両の

全てが加入している又は加入する計画があることを証する書類とする。

① 運 送をしようとする旅客の名簿

施行規則第51条 の3第 13号 に定める、運送をしようとする旅客の名簿は、施

行規則第51条 の25各 号に掲げる事項を記載した名簿 (参考様式第イ号を参考と

して運送者において作成したものを含む。)又 は参考様式第口号に定める会員の身

体状況等の態様ごとの人数を記載した書類のいずれかとする。

(4)登 録の実施

① 登 録番号の付与

運輸支局長等は、登録を行つた場合には、自家用有償旅客運送者 (以下 「運送者」

という。)ご とに登録番号の付与を行い、これを管理するものとする。登録番号は、

抹消登録が行われるまでの間、変更登録が行われ他の運輸支局長等の管轄に属する

こととなつた場合であつても同
一の番号により管理するものとする。偶1記1参照)

ただし、広域的に活動する法人等であつて、1の法人等として登録するとかえつ



て活動実態の把握が困難となるため、活動の拠点たる地域ごとに登録した方が望ま

しいと認められる場合にあつては、法人等の活動実態等も踏まえ、活動拠点ごとに

登録を行うことができるものとする。この場合において、法人等の登記上、活動拠

点たる事務所が法人等の登記簿に登記されていない場合にあっては、当該事務所の

登記簿謄本、賃貸借契約書等により事務所の使用権原の確認を行うものとする。

② 登 録を行つた場合の通知

運輸支局長等は、登録を行つた場合には、運送者に対して登録の通知を行うもの

とする。通知は登録証 (様式第7号 )?交 付によって代えることができるものとす

る。

③ 登 録簿

運輸支局長等は、申請者を登録簿に登録した場合には、登録簿を簿冊に調製し運

輸支局等 (兵庫県にあつては神戸運輸監理部、沖縄県にあつては陸運事務所を含む。

以下同じ。)の 事務所において縦覧に供するものとする。ただし、当該登録簿が電

磁的記録をもって作成されているときには、運輸支局等の事務所において、当該電

磁的記録により記録された情報を端末表示する等電磁的方法により提供することが

できるものとする。

④ 登 録時に付すべき条件

登録時に付すべき条件は、以下のものが考えられるが、このほかに地域の実情、

申請内容等によりこれと異なる条件を付すこと及び条件を追加することができるも

のとする。

(イ)申 請時において要件を備えていない運転者がいる場合には、要件の確保の措置

が講じられるまで当該運転者に運転させないこと。

(口)複 数乗車を行う場合において、旅客の輸送の安全の確保のため添乗をする者が

必要と認められる場合には、適切な者を乗務させること。        ・

(5)登 録の拒否

以下の①～③のいずれかに該当する場合には、登録を拒否するものとする。この場

合においては、様式第8号 に定める登録拒否理由通知書により申請者に通知するとと

もに、運営協議会を主宰した市町村又は都道府県に対してもその旨を通知するものと

する。

① 法 第79条 の4第 1項第 1号から第4号 までに掲げる欠格事由のいずれかに該当

する場合

② 法 第79条 の4第 1項第5号 に該当する場合

運営協議会において、当該法人等による福祉有償運送の実施が必要である旨の合

意がないこと。

③ 法 第79条 の4第 1項第6号に該当する場合

次の (イ)～ (へ)の いずれかに該当するものであること。

(イ)運 送しようとする旅客の移動制約等の状況に対応するために必要な福祉自動車

の保有がなされていない場合 (使用権原が申請者にない場合を含む。)

ただし、人工透析患者、精神障害者又は知的障害者のみを運送する場合等にあ

っては、この限りでない。



(口)施 行規則第51条 の 16第 1項に定める要件を備える運転者の確保がなされて

いないと認められる場合及び福祉自動車以外のセダン等の自動車を使用する場合

にあつては、施行規則第51条 の 16第 3項 に規定する要件を備える運転者その

他の乗務員が確保されていないと認められる場合

(ハ)施 行規則第51条 の 17第 1項に規定する運行管理の責任者の選任及び運行管

理の体制の整備がなされていないと認められる場合

(二)施 行規則第51条 の20に 規定する整備管理の責任者の選任及び整備管理の体

制の整備がなされていないと認められる場合

(ホ).施行規則第51条 の21第 1項に規定する事故が発生した場合の対応に係る責

任者の選任及び連絡体制の整備がなされていないと認められる場合

(へ)施 行規則第51条 の22に 規定する自家用有償旅客運送自動車の運行により生

じた旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置が講じら

れていないと認められる場合

3.輸 送の安全及び旅客の利便の確保

登録を受けた運送者が講じなければならない輸送の安全及び旅客の利便の確保措置に

ついては、以下の点に留意することとする。

(1)運 転者の要件

① 施 行規則第51条 の16第 1項に規定する、第1種運転免許保有者であつて、「そ

の効力が過去2年以内において停止されていない者」であることの要件は、地域の

実情に応じて運営協議会において定めることができるものとする。ただし、2年末

満の期間とすることはできないものとする。

② 登 録後において、施行規則第51条 の 16第 2項 に規定する事故を惹起した運転

者には、独立行政法人自動車事故対策機構が実施する適性診断を受診させること。

また、「その他輸送の安全が確保されていないと認められる場合」とあるのは、運

送者に所属する運転者が道路交通法違反を惹起した結果、運転免許停止以上の処分

を受けることとなつた場合をいうものとし、運送者は、当該運転者に適性診断を受

診させ、運転免許の停止条件が解除された後でなければ運転業務を再開させてはな

らないものとする。

(2)運 行管理

運行管理の責任者の選任にあつては、施行規員1第51条 の 17第 2項 の定めにより、

事務所ごとに配置する自動車の数により必要となる員数を選任すること。

運行管理の責任者がやむを得ず不在となる場合は、予め運行管理を代行する者を定

め、適切な運行管理の実施を確保するものとする。

(3)安 全な運転のための確認等及び乗務記録の実施

① 施 行規則第51条 の18第 1項に定める、運送者が乗務しようとする運転者に対

して行う確認、指示は対面により行うよう努める。対面での確認が困難である場合

には、電話により必要な確認、指示を確実に実施できる体制を整備し実施すること。

② 施行規則第51条 の18第 1項に定める、運送者が乗務しようとする運転者に対



して行う確認、指示の記録は、参考様式第ハ号を参考として運送者において書式を

定め実施するものとする。

③ 施 行規則第51条 の 18第 2項 に定める運転者が乗務した場合の乗務記録は、参

考様式第二号を参考として運送者において書式を定め実施するものとする。

(4)運 転者台帳及び運転者証の整備

① 施 行規則第51条 の 19第 1項に定める、自家用有償旅客運送自動車の運転者ご

との運転者台帳は、参考様式第ホ号を参考として運送者において定めるものとする。

② 施 行規則第51条 の 19第 3項 に定める運転者証は、参考様式第へ号を参考とし

て運送者において作成するとともに、作成した運転者証を車内のダッシュボード付

近に掲示するか、同項に規定する作成番号及び作成年月日、運送者の名称、運転者

の氏名、運転免許証の有効期間並びに施行規則第51条 の 16第 1項及び第 3項 に

規定する運転者の要件として必要な講習の修了等の必要事項を記載した運送者の発

行する身分証明書 (IDカ ー ドを含む。)を 旅客に見やすいよう適切な方法により

運転者に携行させるものとする。

(5)事 故の場合の処置

施行規則第 51条 の 21第 2項 に定める事故の記録は、参考様式第 卜号を参考とし

て運送者において書式を定め実施するものとする。

(6)損 害賠償措置の実施

施行規則第51条 の 22に 規定する損害賠償措置を講ずる場合にあつては、自家用

有償旅客運送を行う場合においても、保険金の支払いが可能となるものを付保するも

のとし、登録後において、国土交通大臣が告示で定める保険金限度額を減じるなどの

変更契約や正当な理由のない解約をしてはならないものとする。

(7)自 動車に関する表示

① 施 行規則第51条 の23に 規定する自動車に関する表示については、以下に掲げ

る事項を車体の両側面に表示するものとする。

文字はステッカー、マグネットシート又はペンキ等による横書きとする。

この場合の文字の大きさは、一文字の大きさが一辺5セ ンチメー トル以上とする。

(イ)運 送者の名称

(口)「有償運送車両」の文字

(ハ)登 録番号

② 登 録証の交付を受けた運送者は、登録証の写しを自動車に備えて置かなければな

らないものとする。

(8)旅 客の名簿の作成管理

施行規則第51条 の25に 規定する旅客の名簿の作成管理に当たつては、個人情報

の保護の観点から適切に管理するものとする。



(9)苦 情処理体制の確保等

施行規員J第51条 の26第 1項に定める苦情処理の体制については、様式第6号に

記載するものとし、同条2項に定める苦情処理の記録は、参考様式第チ号を参考とし

て運送者において書式を定め記録するものとする。

(10)その他の留意事項

運営協議会は、上記に定めるもののほか、団体の活動実態及び地域の実情に応じ、

必要と認められた事項を定めることができるものとする。

4.有 効期間の更新の登録

(1)更 新登録の申請

① 有 効期間の更新の登録の申請を行おうとする者は、更新登録申請書 (様式第 1-

2号 )を 運送の区域の所在する市町村を管轄する運輸支局長等 (複数の市町村を運

送の区域とする場合にあつては主たる事務所の所在地である市町村を管轄する運輸

支局長等)に 提出するものとする。この場合において、運輸支局長等は、原則とし

て有効期間の満了する日の2ヶ月前から申請の受付を行うとともに、運送の区域が

他の運輸支局長等の管轄内に存するときは、当該運輸支局長等に通知を行うものと

する。                           ′

② 複 数の運送の区域を有する者にあつては、更新の登録を行うことについてそれぞ

れの運送の区域における運営協議会の合意が成立していることを要するものとす

る。この場合において、一部の区域において更新の必要性について協議が調わなか

つた場合には、当該区域に係る有効期間の更新を行うことはできないものとする。

③ 有 効期間が満了した後、更新登録の申請があった場合は、災害等によりやむを得

ない場合を除き有効期間の更新を行うことができないものとする。

運営協議会で更新についての協議を行つているにもかかわらず、有効期間の満了

する日までに協議が調わない場合には、運送者は協議が調つていることを証する書

類を添付せずに更新の登録の申請を行うことができるものとし、この場合において、

運輸支局長等は、協議が調つていることを証する書類の提出がなされるまでの間、

更新の登録の可否についての判断を留保することができるものとする。ただし、有

効期間の満了する日までに協議が調わないことについて正当な理由がない場合にあ

、  っ ては、この限りでない。

(2)更 新登録に当たつての審査及び登録の有効期間

更新登録に当たつてはヽ行政への報告及び添付書類並びに運営協議会からの報告等

により業務の実施状況、法令違反、輸送の安全の確保命令その他の行政処分の有無等

を審査するものとし、次のいずれにも該当する場合にあつては、更新登録において付

与する有効期間を3年 とし、いずれかに該当しない場合にあつては2年 とする。

① 法 第79条 の9第 2項の規定による自動車の運行の管理の方法を改善すること等

の命令を受けていないこと            ・

② 法 第79条 の 10に 基づく自動車事故報告規則第2条第1項に規定する事故を引

き起こしていないこと



③ 法 第 79条 の 12の 規定による業務の全部又は一部の停止の命令を受けていない

こと

(3)更 新登録の実施

① 上 記2.の 場合に準じて審査を行うものとし、登録の拒否を行う場合に該当する

場合を除き、更新登録を行うものとする。

② 運 輸支局長等は、更新登録後の登録簿を簿冊に調製し運輸支局等の事務所におい

て縦覧に供するものとする。ただし、当該登録簿が電磁的記録をもって作成されて

いるときには、運輸支局等において、当該電磁的記録により記録された情報を端末

表示する等電磁的方法により提供することができるものとする。

③ 運 輸支局長等は、更新登録を行つた場合には、運送者に対して登録の通知を行う

ものとする。登録の通知は登録証の交付によって代えることができるものとする。

④ 更 新登録を行つた運輸支局長等は、関係する運輸支局長等がある場合には、当該

運輸支局長等に更新登録を行つた旨、登録簿の写しを添えて通知するものとする。

通知を受けた当該運輸支局長等は、登録簿の写しを当該運輸支局等の事務所におい

て縦覧に供するものとする。

⑤ 更 新登録を拒否した場合にあつては、2.(5)の 場合に準じ、様式第 8号 に定

める登録拒否理由通知書により申請者に通知するとともに、運営協議会を主宰した

市町村又は都道府県に対してもその旨を通知するものとする。

5.変 更登録

(1)変 更登録を行う場合

法第79条 の 7の 規定に基づき、以下の①又は②に掲げる事項を変更しようとする

場合は、変更登録を要するものとする。、

① 運 送の区域 (減少することとなる場合を除く。)

② 運 送の種別 (既に過疎地有償運送及び福祉有償運送を行つている運送者が、いず

れかの有償運送を行わないこととする場合を除く。)

なお、登録後において市町村合併が実施された場合であつても、運送の区域は、合

併前の旧市町村の範囲にあるものとし、運送の区域を合併後の市町村の範囲としよう

とする場合にあつては、合併後の市町村の長が主宰する運営協議会における協議を経

て、変更登録を受けることを要するものとする。

(2)変 更登録の申請                 l

変更登録の申請を行おうとする者は、様式第 1-3号 に定める申請書に (3)に 掲

げる添付書類を添えて、変更 しようとする運送の区域の所在する市町村を管轄する運

輸支局長等 (複数の市町村を運送の区域とする場合にあつては主たる事務所の所在地

である市町村を管轄する運輸支局長等)あ て提出するものとする。運送の区域の拡大

に伴い他の運輸支局長等の管轄にも属することとなった場合は、新たに管轄となつた

運輸支局長等に申請を行うものとする。

(3)添 付書類



施行規則第51条 の11第 2項に掲げる添付書類は、次に掲げるものとする。

① 運 送の区域が拡大される場合・

(イ)上 記2.(3)① ～①に掲げる書類のうち、拡大しようとする運送の区域にお

ける運行管理の体制を記載した書類、運送しようとする旅客の名簿、その他の変

更に伴い内容が変更されることとなる書類

(口)拡 大しようとする運送の区域における市町村が主宰する運営協議会において協

議が調つていることを証する書類

(ハ)登 録証

② 有 償運送の種別が変更され新たに福祉有償運送を行うこととなる場合

(イ)上 記2.(3)① ～①に掲げる書類のうち、自家用有償旅客運送自動車の運転

者が、施行規則第51条 の16第 1項に規定する運転者の要件を備えていること

を証する書類、運送しようとする旅客の名簿、その他の種別の変更に伴い内容が

変更されることとなる書類

(口)運送の区域における市町村が=宰する運営協議会において協議が調つているこ

とを証する書類

(ハ)登 録証

(4)変 更登録の実施

① 変 更登録は上記2.の 場合に準じて審査し、登録の拒否を行う場合に該当する場

合を除き、変更登録を行うものとする。

② 運 輸支局長等は、変更登録を行つた場合には、変更登録後の登録簿を簿冊に調製

し運輸支局等の事務所において縦覧に供するものとする。ただし、当該登録簿が電

磁的記録をもって作成されているときには、運輸支局等の事務所において、当該電

磁的記録により記録された情報を端末表示する等電磁的方法により提供することが

できるものとする。

③ 変 更登録を行つた運輸支局長等は、変更登録前の運送の区域を管轄する他の運輸

支局長等がある場合には、当該運輸支局長等に変更登録を行つた旨、登録簿の写し

を添えて通知するものとする。通知を受けた当該運輸支局長等は、登録簿の写しを

当該運輸支局等の事務所において縦覧に供するものとする。

④ 変 更登録を拒否した場合にあっては、2:(5)の 場合に準じ、様式第8号 に定

める登録拒否理由通知書により申請者に通知するとともに、運営協議会の主宰者で

ある市町村又は都道府県に対してもその旨を通知する。

(5)変 更登録時の留意事項

変更登録の場合にあつては、有効期間の更新は行わない。

6.軽 微な事項の変更の届出

(1)軽 微な事項の変更の届出

軽微な事項の変更については、登録事項変更届出書 (申請様式第1-4号 )に より

届出を行うものとする。この場合において、事務所ごとの配置車両数が5両以上とな

った場合にあつては、当該届出書に施行規則第51条 の3第 9号に定める運行管理の



体制を記載した書類及び施行規則第51条 の 17第 2項に定める運行管理の責任者の

要件を備えていることを証する書類を添付するものとする。

(2)軽 微な事項の変更の登録

軽微な事項の変更の届出があつた場合には、運輸支局長等は、届出の事実に基づき

変更の登録を行うものとし、変更後の登録簿を簿冊に調製し運輸支局等の事務所にお

いて縦覧に供するものとする。ただし、当該登録簿が電磁的記録をもって作成されて

いるときには、運輸支局等の事務所において、当該電磁的記録により記録された情報

を端末表示する等電磁的方法により提供することができるものとする。

フ.業 務の停止及び登録の取消し

法第79条 の 12に 規定する業務の停止及び登録の取消しを行う場合の行政処分等の

基準については、別に定める。なお、運送者に対して、警告、業務の停止又は登録の取

消しを行つた場合においては、運輸支局長等は、処分等を行うに至つた違反事実、行政

処分等の内容を遅滞なく運営協議会の主宰者に通知するものとする。

8.登 録の抹消

(1)運 輸支局長等は、登録の有効期間が満了した場合、業務の廃止の届出が行われた場

合及び登録の取消しを行つた場合においては、当該運送者の登録の抹消を行うものと

する。

(2)運 輸支局長等は、運送者の登録の抹消を行つたときは、当該運送者の名称を公示、

インターネットその他の適切な方法により公表するものとし、かつ、その旨を運営協

議会の主宰者に通知するものとする。

(3)運 送者は、登録の抹消が行われた場合には、登録証の原本を登録簿の存する運輸支

局長等に返納しなければならないものとする。当該運送者は、登録証の返納を行うま

での間、登録証の適切な管理を行わなければならないものとする。

附 則

1.本 処理方針は、平成 18年 10月 1日 以降に処分を行うものか ら適用するものとす

る。

2.道 路運送法等の一部を改正する法律 (平成 18年 法律第 40号 。以下 「改正法」と

いう。)附 則第 5条 の規定により改正前の道路運送法 (以下 「旧法」 という6)第 8

0条 第 1項 ただ し書の許可に係る運送について、改正法による改正後の道路運送法(以

下 「新法」という。)第 79条 の登録を受けたとみなされる者 (以下 「みなし運送者」

という。)に 係る運転者証の作成 ・携行、自動車に関する表示等に係る本処理方針の

規定の適用については、改正法施行以後、最初の登録 (軽微な事項の変更の届出に係



附

るものを含む。以下同じ。)を 受けることとなる日までは適用しない。

3.み なし運送者のうち、 1の法人等が旧法第80条 第 1項ただし書の規定に基づき複

数の地域においてそれぞれの許可を取得していた者においては、改正法の施行に伴い、

複数の運送の区域を有する1の法人等が登録を受けたものとみなし新法の規定を適用

するものとする。この場合において、当該許可の期限がそれぞれの地域で異なる場合

にはt最 初に到来する期限までを当該登録の有効期間とみなし、新法の規定を適用す

る。

4.み なし運送者に係る登録簿の縦覧、登録事項の通知、登録証の交付、登録番号の付

与に係る本処理方針の規定の適用については、改正法施行以後、最初の登録の日まで

は適用しない。

5.改 正法施行後においてみなし運送者に必要とされる車体の表示のうち、「有償運送

車両」の文字及び 「登録番号」を車体の両側面に表示することについては、改正法施

行以後、最初の登録を受けることとなる日までは、なお従前の例による。

6.改 正法施行後においてみなし運送者に必要とされる自家用自動車への登録証の備え

置きについては、改正法施行以後、最初の登録を受けることとなる日までは、旧法第

80条 第 1項ただし書の規定に基づき交付を受けた許可証を備え置くものとする。

則 (平成21年 5月 28日 付け公示第 18号
一部改正)

1.本 処理方針は、平成21年 6月 1日以降に申請を受け付けるものから適用するもの

とする。



別記 1.

登録番号の付与方法

【番号付与例】

関 福 第  OOOO 号

フ

冒祉有償運送

1文字 (例 :東京運輸支局)

5運輸局の頭 1文字 (例I関東運輸局)

注 1.神 戸運輸監理部兵庫陸運部の管轄にあるものは、頭2文字は 「神兵」と表

示する。

2.沖 縄総合事務局にあつては、「沖」 1文字とし陸運事務所の表示は不要と

する。

東
丁
―
Ｉ
Ｌ



第 1-1

平成

○○運輸局 ロ ロ運輸支局長 殿

名 ・  称

住    所

代表者の氏名

自家用有償旅客運送の登録の申請

このたび、自家用有償旅客運送を行いたいめで、道路運送法第79条 の2の規定に基づ

き、下記のとおり申請します。

1.名 称、住所、代表者の氏名

自家用有償旅客運送の種別

(福祉有償運送)

運送の区域

日

2 .

区  域 備   考

4.事 務所の名称及び位置

事務所の名称 位 置



事務所の名称
所 有

区 分

寝台車

(軽)

車いす車

(1電L)

兼用車

(軽)

回転シート車

(軽)

セダン等

(軽)

計

輸

〈
口
＜

所 有
(     ) (     ) (     ) (     ) (     ) (       )

持 込
(     ) (     ) (     ) (     ) (       )

合 計
(     ) (     ) (     ) (     ) (     ) (       )

5.事 務所ごとに配置する自豪用有償旅客運送自動車の数及びその種類ごとの数

軽自動車については、( )内 に内数で記載すること

6.運 送 しようとする旅客の範囲
祉法第4条 に規定する身体障害者

口 介 護保険法第19条 第 1項に規定する要介護認定を受けている者

ハ 介饉保険法第19条第2項:=録定する要支援認定を受けている者

二 そ の他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障詈を有丁
う石

行うものにOを 付すものとする。



式第 1-2

平成

○○運輸局 □ □運輸支局長 殿

代表者の氏名

自家用有償旅客運送の更新登録の申請

このたび、自家用有償旅客運送の有効期間の更新を行いた
いので、道路運送法第79条

の 6及 び同法施行規則第51条 の 10の 規定に基づき、下記
のとおり申請します。

1.名 称、住所、代表者の氏名

2.登 録番号

3.自 家用有償旅客運送の種別

(福祉有償運送)

4.運 送の区域

区   域 備 考

事務所の名称 位 置

日

称

所

名

住

5.事 務所の名称及び位置



事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びその種類ごとの

事務所の名称
所 有

区 分

寝台車

(軽)

車いす車

(軽)

兼用車

(軽)

回転シート車

(軽)

セダン等

(軽)

計

輸

〈
口
　
′、

所 有
(     ) (     ) (     ) (     ) (     ) (       )

持 込
(   ) (     ) (     ) (     ) (     ) (      )

合 計
(     ) (     ) (     ) (     ) (     ) (       )

6 びその種類ごとの数

軽自動車については、( )内 に内数で記載すること

7.運 送 しようとする旅客の範囲

法第4条 に規定する身体障害者

口 介 護保険法第 19条 第 1項 に規定する要介護認定を受けている者

ハ 介 餞保険法第 19条 第 2項 に規定する要支援認定を受けている言

二 そ の他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神陣署その他の障吾を有丁6宥

行うもの百0を 付すものとする。



第 1-3

○○運輸局 □ □運輸支局長 殴

住    所

代表者の氏名

自家用有償旅客運送の変更登録の申請

このたび、自家用有償旅客運送の登録事項の変更を行いた
いので、道路運送法第79条

のフ及び同法施行規則第51条 の11の 規定に基
づき、下記のとおり申請します。

名称、住所、代表者の氏名

登録番号

自家用有償旅客運送の種別

(福祉有償運送)

平成 日

■
１

2 .

3 .

4.変 更しようとする事項

変更予定期日

平成  年   月

(1)自 家用有償旅客運送の種別の変更

運送の区域の変更

日  ´′



式第 1-4

平成 年

○○運輸局 □ 由運輸支局長 殿

1.名 称、住所、代表者の氏名

2.登 録番号

自家用有償旅客運送の種別

(福祉有償運送)

軽微な事項の変更

(2)自 家用有償旅客運送の種別

(過疎地有償運送又は福祉有償運送のうち
いずれかを行わないこととする場合に限る)

日

称

所

名

住

代表者の氏名

自家用有償旅客運送に係る登録事項変更届出書

このたび、自家用有償旅客運送の登録事項のうち軽微な事項
の変更を行いましたので、

道路運送法第 79条 のフ及び向法施行規則第 51条
の 13の 規定に基づき、下記のとおり

届出致します。

記

3 .

4 .

(1)名 称、住所、代表者の氏名

法人の名称

代表者の氏名



(3)運 送の区域 (減少

(5)事務所ごとに

行うものにOを 付すものとする。

事務所の名称又は位置 ´
位  置

事務所の名称
有

分

所

区

寝台車

(軽).

車いす車

(軽)
牌
輸

兼

＜

回転シート車

(軽)

セダン等

(軽)

計

輸

〈
口
＜

新

所有
( ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  . )

持込
(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

合計
(  ) (  )

・

(   ) (     ) (  ) (  )

l日

所有
(  ) (  ) (     ) (     ) (  ) (     )

持込
(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (     )

合計
(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

は、( )内に内数で記載すoこと

(6)運送しようとする旅客の範囲

身 体 障 害 者

要介護認定者

要支援認 定者



添付書類 (新規登録の申請に際して添付が必要な書類≧
書 類

tメに役員の準:簿 (登記事項証明書により定款又は寄附行為及び登計

確認できる場合は不要)

宣誓書 (第79条 の4第 1ん 4号 までのいずれにも該
当しない旨を証する書類

法第51条 の7に規定する運営協議会においての合意を証する書類

自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

運転者等就任承諾書等及び運転免許証の写し並び
に施行規則第51条 の 16に 定

める資格の有無を証する書面の写し

運行管理の責任者の就任承諾書

運行管理の体制等を記載した書類

運送しようとする旅客の名簿

旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償す
.る
ための措置を講じている

ことを証する書面



添付書類 (更新登録、変更登録の申請、変更の届出に際して基本的に添付が必要な書類
)

定款又は寄附行為及び登記事項証明書並びに役員の名簿 (登記事項証明書
により

確認できる場合は不要)

宣誓書 (第79条 の4第 1～ 4号 までのいずれにも該当しな
い旨を証する書類

法第51条 のフに規定する運営協議会においての合意を証
する書類

自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

運転者等就任承諾言等及び運転免許証の写
し並びに施行規則第51条 の16に 定

める資格の有無を証する書面の写し

運行管理の責任者の就任承諾書

運行管理の体制等を記載した書類

参考株式第イ号

参考様式第口号運送 しようとする旅客の名簿

登録証 (更新登録、変更登録等の場合)

(株式第9号)体又は財産の損害を賠償するための措置を講じている

ことを証する書面 (宣誓書他)



〇〇運輸局□□運輸支局長 殿

当法人における役員の全員が、道路運送法第79条 の4第 1号から第
4号までのいずれ

にも該当しないことを宣誓致します。

平成

代表者の氏名

由旦
哲
百
圭
日

称

所

名

住



平成

者  殿

運営協議会において協議が調つたことを証する書類

下記のとおり運営協議会を開催し、当該地域における地域住民
の生活のために必要な旅

客輸送を行わせることが必要であるとの合意に至つたので、そ
の旨証する書類を交付する。

1.運 営協議会の名称及び対象市町村

(名 称 )

(対象市町村)

2.運 営協議会にて合意に至つた年月日

3`合 意の内容

(1)運 送主体

(a運 送の区域

(3)派客から収受する対価 (対価
の内容を添付すること)

(41その他特記事項

平成 月  日

00市 運営協議会

主宰者 ○ ○市長

申



運転者就任承諾書兼就任予定運転者名簿

申請者 ( )が 、OO運 輸支局に提出する自家用有償旅客運送の登

録の申請に基づき登録を受けた場合は、その運転者として就任することを承諾致します。

普通第2種 運転免許を有しない者にあつては、施行規則第51条
の 16第 1項 各号のいずれかの要件を備えてい

ることを証する書類を添付すること.

福祉自動車以外を使用して福祉有償運送を行う場合にあつては、施行規則第
51条 の 16第 3項 各号のいずれか

の要件を備えていることを証する書類を添付すること。

乗務者の就任承諾書兼就任予定乗務者名簿      ‐

申請者 (          )が 、OO運 輸支局に提出する自家用有償旅客運送の登

録の申請に基づき登録を受けた場合は、その乗務する者として就任することを承諾致しま

す。

施行規則第51条 の 16第 3項各号のいずれかの要件を満たす
ことを証する書類を添付すること。

※

　

※

氏 名 住 所
運転免許

の種類

1 種

2 種

3 種

4 種

5
種

6
種

7
種

8
種

※ けている運転免許の別 ( 1種 、 2 ること。

セダン型等の自動車を使用して、福祉有償運送を行う場合であつて、施行規則第
51条 の16第 3項に規定

する要件を備えない運転者が乗務する場合にあつては当該要件を備えた者を乗務させる
ことが必要.



運行管理の責任者 就 任承諾書

申請者 ( )が 、 ○○運輸支局に提出する自家用有償旅

その運行管理の責任者として就任する客運送の登録の申請に基づき登録を受けた場合は、

ことを承諾致します。

平成

※  5両 以上の車両を配置する事務所の運行管理の責任者にあつては、運行管理者資格証
の写し又は施行規則第5

1条の17第 2項各号のいずれかの要件を備えていることを証する書類を添付すること.

・

［

］

口

【

所

名

住

氏



騰式第6州

登録番号

運送の主体(申請者■)

運行管理の体制等を記載した書類

事務所名 (

1. 運 行管理 ・整備管理の体制

(ア)運 行管理の責任者の就任予定名簿

警察署

規則第 51条 の 17第 2項 各号のいずれかの要件を備えることを証する書類を添付すること.

※  資 格の種類には、法23条 第 1項の運行管理者、その他の別を記載するものとする。

(イ)整 備管理の責任者の就任予定名簿

(ウ)運 行管理 口整備管理に係る指揮命令系統

運行管理の責任者がやむ

を得ず不在となる場合の

運行管理を代行する者

代表者

・運輸支局

苦情処理

No 氏 名 住 所

※1

資格の種類

2

5両 以上の車両 にあつては、運行管理者資格証の写し又

No 氏 名 住 所

(別紙のとおり)

運行管理の責任者の



自家用有償旅客運送者登録証

道路運送法第79条 の3の規定に基づき、下記のとおり自家用有償旅客運送者として登

録を行つたことを証する。

1.登 録番号

2.登 録の有効期間

3.名 称、住所、代表者氏名

4.自 家用有償旅客運送の種別

5.運 送の区域

6.登 録に付す条件

平成  年

○○運輸局○○運輸支局長





口写(番

(申 請  者 )殿

登録拒否理由通知書

平成  年   月   日 付けをもって申請のあつた自家用有償旅客運送に
ついては、

記理由により (一部)登 録を拒否したので通知する。

1.登 録を拒否した事項

2.登 録の拒否を行つた理由

(文  例 )
・  道 路運送法第79条 の 4第 1項第 1号 (第2号 、第3号 、第

4号 )に 掲げる欠格

事由に該当しているため。

口 道 路運送法施行規則第 51条 の7に 規定する運営協議会
において協議が調つて

おらず、道路運送法第79条 の4第 1項第 5号 の合意が得
られていないと認められ

るため。
口 道 路運送法施行規則第 51条 の 16第 1項 に定める必要な要件を

備える運転者

の確保がなされていないと認められるため。

口 道 路運送法施行規則第 51条 の 17第 1項 に規定する運行管
理の責任者の選任、

運行管理の体制の整備がなされていないと認められるた
め。

口 道 路運送法施行規則第 51条 の20に 規定する整備管理
の責任者の選任、整備管

理の体制の整備がなされていないと認められるため。

・ 道 路運送法施行規則第 51条 の21に 規定する旅客そ
の他の者の生命、身体又は

財産の損害を賠償するための措置が講じられ
ていないと認められるため。

・ 道 路運送法施行規則第 51条 の 22第 1項 に規定する事故
が発生した場合の対

応に係る責任者の選任、連絡体制の整備がなされて
いないと認められるため。

平成

OO運 輸局○○運輸支局長



(契約申込書の写し、見積書の写しが添付できない場合は以下の宣誓書を添付する)

○○運輸局□□運輸支局長 殿

道路運送法第 79条 の登録を受けた時は、

措置を講ずることを誓約します。

平成

由日一
折
冨
圭
日

速やかに以下のとおり損害を賠償するための

記

日

名    称

住    所

代表者の氏名

保険 (共済)の 種類 補償金額

対人保険 (共済) (無制限 0       万 円)

対物保険 (共済) (無制限 ・       万 円)


